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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しており

ません。 

３．第47期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第  43  期 第  44  期 第  45  期 第  46  期 第  47  期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 百万円 331,753 336,516 331,094 332,885 344,082 

経常利益 百万円 33,908 34,372 30,836 26,686 30,187 

当期純利益 百万円 18,931 18,530 17,224 15,703 16,309 

純資産額 百万円 354,908 373,759 389,606 375,832 385,000 

総資産額 百万円 691,882 654,424 660,224 718,865 699,772 

１株当たり純資産額 円 3,543.92 3,732.22 3,890.51 3,950.49 4,046.03 

１株当たり当期純利益 円 188.24 184.23 171.19 162.73 171.46 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 51.3 57.1 59.0 52.3 55.0 

自己資本利益率 ％ 5.5 5.1 4.5 4.1 4.3 

株価収益率 倍 29.3 40.2 40.9 42.0 40.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 84,591 61,213 59,915 59,169 66,503 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △27,807 △34,540 △21,110 △63,587 △67,919 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 △33,453 △59,226 △9,830 30,158 △36,038 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
百万円 62,181 29,619 58,577 84,328 46,878 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
人 

3,731 

[14,546] 

3,715 

[15,480] 

3,695 

[16,858] 

3,676 

[17,437] 

3,750 

[17,090] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載しており

ません。 

３．第47期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

回次 第  43  期 第  44  期 第  45  期 第  46  期 第  47  期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 百万円 275,787 276,898 271,435 272,039 284,528 

経常利益 百万円 27,406 29,680 30,780 24,950 26,675 

当期純利益 百万円 15,703 18,036 19,811 16,680 14,790 

資本金 百万円 63,201 63,201 63,201 63,201 63,201 

発行済株式総数 株 100,122,540 100,122,540 100,122,540 100,122,540 100,122,540 

純資産額 百万円 355,870 374,225 392,426 379,620 387,144 

総資産額 百万円 675,785 645,578 654,511 715,629 694,918 

１株当たり純資産額 円 3,553.52 3,736.87 3,918.68 3,990.31 4,070.05 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当

額) 

円 

（円） 

24.00 

(12.00) 

29.00 

(14.00) 

35.00 

(15.00) 

45.00 

(20.00) 

55.00 

(25.00) 

１株当たり当期純利益 円 156.00 179.30 197.03 172.89 155.50 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 52.7 58.0 60.0 53.0 55.7 

自己資本利益率 ％ 4.5 4.9 5.2 4.3 3.9 

株価収益率 倍 35.3 41.3 35.5 39.5 45.1 

配当性向 ％ 15.38 16.17 17.76 26.03 35.37 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

人 
2,339 

[11,864] 

2,262 

[12,409] 

2,160 

[12,483] 

2,136 

[12,668] 

2,163 

[12,371] 



２【沿革】 

昭和35年７月 千葉県浦安沖の海面を埋立て、商業地・住宅地の開発と大規模レジャー施設の建設を行い、国

民の文化・厚生・福祉に寄与することを目的として、資本金２億5,000万円にて株式会社オリ

エンタルランドを設立いたしました。 

37年７月 千葉県と「浦安地区土地造成事業及び分譲に関する協定」を締結いたしました。 

39年９月 浦安沖の海面埋立造成工事を開始いたしました。 

45年３月 千葉県から当社への埋立地（レジャー施設用地及び住宅用地）の分譲が開始されました。 

47年12月 千葉県から分譲を受けた埋立地（住宅用地）の販売を開始いたしました。 

50年11月 浦安沖の海面埋立造成工事を完了いたしました。 

54年４月 米国法人ウォルト・ディズニー・プロダクションズ（現ディズニー・エンタプライゼズ・イン

ク）との間に、「東京ディズニーランド」のライセンス、設計、建設及び運営に関する業務提

携の契約を締結いたしました。 

55年12月 浦安町舞浜地区（現浦安市舞浜）において「東京ディズニーランド」の建設に着工いたしまし

た。 

58年４月 「東京ディズニーランド」を開業いたしました。 

平成４年10月 「東京ディズニーランド」に６番目のテーマランド「クリッターカントリー」を新設いたしま

した。 

８年４月 「東京ディズニーランド」に７番目のテーマランド「トゥーンタウン」を新設いたしました。

４月 ディズニー・エンタプライゼズ・インクとの間に、「東京ディズニーシー」及び「東京ディズ

ニーシー・ホテルミラコスタ」のライセンス、設計、建設及び運営に関する業務提携の契約を

締結いたしました。 

６月 当社の100％出資による子会社「株式会社舞浜リゾートホテルズ（現株式会社ミリアルリゾー

トホテルズ）」を設立いたしました。 

12月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場いたしました。 

９年４月 当社の100％出資による子会社「株式会社舞浜リゾートライン」を設立いたしました。 

10年８月 浦安市舞浜において「イクスピアリ」及び「ディズニーアンバサダーホテル」の建設に着工い

たしました。 

９月 ディズニー・エンタプライゼズ・インクとの間に、「ディズニーアンバサダーホテル」のライ

センス、建設及び運営に関する業務提携の契約を締結いたしました。 

10月 ディズニー・エンタプライゼズ・インクとの間に、「ディズニーリゾートライン」のライセン

ス、設計、建設及び運営に関する業務提携の契約を締結いたしました。また、浦安市舞浜にお

いて株式会社舞浜リゾートラインが「ディズニーリゾートライン」の建設に着工いたしまし

た。 

10月 浦安市舞浜において「東京ディズニーシー」及び「東京ディズニーシー・ホテルミラコスタ」

の建設に着工いたしました。 

11年３月 当社の100％出資による子会社「株式会社イクスピアリ」を設立いたしました。 

12年７月 「イクスピアリ」及び「ディズニーアンバサダーホテル」を開業いたしました。 

13年７月 「ディズニーリゾートライン」を開業いたしました。 

９月 「東京ディズニーシー」及び「東京ディズニーシー・ホテルミラコスタ」を開業いたしまし

た。 

14年４月 ウォルト・ディズニー・インターナショナル・ジャパン株式会社より「株式会社リテイルネッ

トワークス」の株式を取得し、当社の100％子会社といたしました。 

  ザ・ディズニーストア・インク（現ディズニー・クレジット・カード・サービス・インク）と

株式会社リテイルネットワークスとの間に、日本国内における「ディズニーストア」の運営及

びライセンスに関する業務提携の契約を締結し、承継した店舗において営業を開始いたしまし

た。 

 17年１月 ディズニー・エンタプライゼズ・インクとの間に、「東京ディズニーランドホテル」のライセ

ンス、設計、建設及び運営に関する業務提携の契約を締結いたしました。 

２月 「パーム＆ファウンテンテラスホテル」を開業いたしました。 

３月 シルク・ドゥ・ソレイユ・インク及びディズニー・エンタプライゼズ・インクとの間に、「シ

ルク・ドゥ・ソレイユ」専用劇場（名称未定）の設計、建設、運営及びショーに関する業務提

携の契約を締結いたしました。 



３【事業の内容】 

 当社及び当社の関係会社は、提出会社、連結子会社20社、関連会社５社及びその他の関係会社２社で構成されてお

り、テーマパーク及び複合型商業施設等の経営・運営を主な事業としております。 

 当連結会計年度における、事業の種類別セグメントの主な事業内容及び各事業に携わっている主要な関係会社等

は、次のとおりになっております。 

 （注）１．「主要な関係会社等」欄に記載している会社名及び会社数は、当社を除き全て連結子会社です。 

２．イクスピアリは、ショップ＆レストラン、シネマコンプレックス、キャンプ・ネポス等で構成された施設で

あります。 

３．キャンプ・ネポスは、お子様を対象に、想像力を喚起する独自のプログラムを提供する施設であります。 

４．㈱舞浜リゾートホテルズは、平成18年７月１日付で㈱ミリアルリゾートホテルズに名称変更しております。

 主な事業の系統は、次の図のとおりであります。 

事業の種類別セグメント 主な事業内容 主要な関係会社等（注１）

テーマパーク事業 
テーマパークの経営・運営 ㈱オリエンタルランド（当社）

東京ディズニーシー・ホテルミラコスタの経営・運営 ㈱ミリアルリゾートホテルズ 

複合型商業施設事業 

イクスピアリの経営・運営（注２） ㈱イクスピアリ 

ディズニーアンバサダーホテルの経営・運営 ㈱ミリアルリゾートホテルズ 

キャンプ・ネポスの経営（注３） ㈱オリエンタルランド（当社）

リテイル事業 日本国内におけるディズニーストアの経営・運営 ㈱リテイルネットワークス 

その他の事業 

パーム＆ファウンテンテラスホテルの経営 ㈱舞浜リゾートライン 

モノレールの経営・運営 〃 

グループ内従業員食堂の運営 ㈱ベイフードサービス 

テーマレストランの経営・運営 ほか ㈱アールシー・ジャパン ほか15社



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

 （注） 株式会社舞浜リゾートラインは債務超過会社で、債務超過の額は平成19年３月末時点で5,398百万円となって

おります。 

(2）持分法適用関連会社 

合計５社。 

(3）その他の関係会社 

 （注）１．上記関係会社は、いずれも有価証券報告書を提出しております。 

２．議決権の被所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数となっております。 

３．議決権の被所有割合の［ ］内は、同意している者（信託設定分）の所有割合で外数となっております。 

４．京成電鉄株式会社の当社に対する議決権の間接所有2.14％は、京成電鉄株式会社の子会社であります京成開

発株式会社及び京成不動産株式会社等の当社議決権の所有割合を合計したものであります。 

５．三井不動産株式会社の当社に対する議決権の間接所有0.02％は、三井不動産株式会社の子会社であります三

井ホーム株式会社及びファースト・ファシリティーズ株式会社の当社議決権の所有割合を合計したものであ

ります。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主な事業内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

役員の
兼任 
（人） 

資金援助 
(貸付金) 
（百万円） 

関係内容 

㈱ミリアルリゾー

トホテルズ 
千葉県浦安市 450 

ホテルの経

営・運営 
100 ８ － 

当社が賃貸した

資産（建物）で

事業を展開 

㈱舞浜リゾートラ

イン 
千葉県浦安市 3,000 

ホテルの経営

及びモノレー

ルの経営・運

営 

100 ２ 39,355 

当社が賃貸した

資産（土地）で

事業を展開 

㈱イクスピアリ 千葉県浦安市 450 
イクスピアリ

の経営・運営 
100 ８ － 

当社が賃貸した

資産（建物）で

事業を展開 

㈱リテイルネット

ワークス 
東京都目黒区 250 

日本国内にお

けるディズニ

ーストアの経

営・運営 

100 ２ 1,700 
チケット販売委

託 

その他16社 － － － － － － － 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主な事業内容 

議決権の
被所有割
合（％） 

役員の
兼任 
（人） 

資金援助 
(貸付金) 
（百万円） 

関係内容 

京成電鉄㈱ 東京都墨田区 36,803 
鉄道事業及び

不動産業 

22.58 

(2.14) 

[0.97] 

３ － 
同社からの不動

産賃借ほか 

三井不動産㈱ 東京都中央区 174,296 不動産業 

15.98 

(0.02) 

[0.45] 

２ － 

東京ディズニー

ランド・オフィ

シャルスポンサ

ーへの参加ほか 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数には、嘱託社員265人、連結会社から連結会社外への出向社員16人は含めておらず、連結会社外か

ら連結会社への出向社員21人は含めております。 

２．（ ）内には外数で当連結会計年度の平均臨時雇用者数を記載しております。なお、臨時雇用者数につきま

しては、総労働時間を社員換算して算出しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与は税込支払給与額であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

２．従業員数には、嘱託社員70人、当社からの出向社員184人は含めておらず、当社への出向社員10人は含めて

おります。 

３．（ ）内には外数で当事業年度の平均臨時雇用者数を記載しております。なお、臨時雇用者数につきまして

は、総労働時間を社員換算して算出しております。 

(3）労働組合の状況 

 当社の労働組合はＯＦＳ（登記上の名称は「オリエンタルランド・フレンドシップ・ソサエティー」）と称し、

平成19年３月31日現在組合員数は1,950人で、ゼンセン同盟に加盟しております。なお、連結子会社につきまして

は現在労働組合は組成されておりません。労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

テーマパーク事業 2,381 (12,747) 

複合型商業施設事業 515 (   877) 

リテイル事業 283 (   619) 

その他の事業 571  ( 2,847) 

合計 3,750  (17,090) 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

2,163 (12,371) 40.8 16.5 7,577,249 



第２【事業の状況】 

 以下の記載金額に消費税等は含まれておりません。 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善、設備投資の増加、輸出の増加などを背景に着実な回復が

みられ、雇用情勢の改善が進む一方、個人消費は伸び悩み、景気回復の動きは緩やかなものとなりました。 

 レジャー産業におきましては、大規模商業施設の新規オープンや建設計画の発表、「癒し・健康」を領域としたビ

ジネスの拡大、更に首都圏では高級ホテルの開業など好調さが見受けられたほか、大人も対象とした家庭用、携帯用

ゲームが普及するなどレジャーはより多様化し、余暇を楽しむ生活スタイルの幅が広がりました。 

 このような状況の中、当社グループでは「心の活力創造事業」という事業ドメインにおいて、引き続き「夢・感

動・喜び・やすらぎ」を提供してまいりました。主力のテーマパーク事業では、東京ディズニーシー５th アニバー

サリーの開催や新アトラクション「タワー・オブ・テラー」を導入したほか、多様化するゲストの価値観に対応する

ための新たな取り組みも実施し、入園者数の増加を図りました。 

 これらの結果、当連結会計年度の売上高は344,082百万円（前年同期比3.4％増）、営業利益は34,110百万円（同

11.5％増）、経常利益は30,187百万円（同13.1％増）、当期純利益は16,309百万円（同3.9％増）となりました。 

（テーマパーク事業） 

 東京ディズニーランドでは、４月から映画『リロ＆スティッチ』をテーマにしたスペシャルイベント「リロ＆ステ

ィッチのフリフリ大騒動 ～Find Stitch!～」や季節にあわせた様々なイベントなどを展開し、たくさんのゲストに

お楽しみ頂きました。東京ディズニーシーでは、７月よりスタートした東京ディズニーシー５th アニバーサリー

と、９月にオープンした新アトラクション「タワー・オブ・テラー」が大変ご好評頂きました。これらに加えて、記

録的な暖冬が追い風となり、当連結会計年度における２つのテーマパークの合計入園者数は、過去最高の25,816千人

（同4.2％増）となりました。なお、11月には、２つのテーマパーク累計で４億人目のゲストをお迎えすることがで

きました。 

 テーマパークのゲスト１人当たり売上高は、9,309 円（同1.0％増）となりました。チケット収入は、９月にチケ

ット料金改定を行ったことにより、前年同期に比べ増加いたしました。商品販売収入は、前年同期同様となりまし

た。飲食販売収入は、飲食施設のリニューアルなど様々な施策を実施いたしましたが、夏期気温低下によるドリンク

類の販売収入の減少などにより、前年同期に比べ減少いたしました。 

 また、多様化するゲストの価値観に対応するため、新たな取り組みもはじめております。２つのテーマパークで

は、パーク閉園後の夜間特別営業としてリズムやダンスをお楽しみ頂けるスペシャルプログラム「クラブディズニ

ー」を合計６日間開催し、多くのゲストにお楽しみ頂きました。このほか、東京ディズニーランドでは、パーク内の

植栽を専門のキャストがご案内する「フラワー＆ツリーツアー」を、また東京ディズニーシーでは、お酒を召し上が

りながらその歴史などを学んで頂けるセミナープログラムを期間限定で開催いたしました。 

 東京ディズニーシー・ホテルミラコスタでは、バルコニーに出て東京ディズニーシーの眺望をお楽しみ頂けるタイ

プの客室「バルコニールーム」を新設いたしました。また、東京ディズニーシーとともに開業５周年を迎え、ホテル

内のレストランではスペシャルメニューを、客室では５周年限定のルームアメニティを提供するなど、様々なプログ

ラムを実施した結果、客室稼働率は前年同期を上回りました。 

 以上の結果、テーマパーク事業の売上高は289,148百万円（同4.7％増）となりました。 

 また、売上高の増加に加えて、コールセンター移設に伴う業務委託費、テーマパーク施設の除却に伴う施設更新関

連費などが増加した一方、パーククオリティは維持しつつも、エンターテイメント・ショー製作費などの費用の抑制

に努めた結果、営業利益は31,496百万円（同19.8％増）となりました。 



（複合型商業施設事業） 

 イクスピアリでは、シネマイクスピアリで上映する映画とイクスピアリ内の各ショップやレストランとのシナジー

創出を目指したイベントや、「ピアリ・クリスマス」など季節にあわせた様々なイベントを開催いたしました。 

 ディズニーアンバサダーホテルでは、４月から７月にかけて客室などの全面的なリニューアルを実施したものの、

東京ディズニーランドのスペシャルイベントと連動したイベントや、宿泊ゲスト限定プログラムなどを積極的に展開

したことで、客室稼働率は前年同期同様となりました。 

 以上の結果、複合型商業施設事業の売上高は23,177百万円（同1.8％増）となりましたが、ディズニーアンバサダ

ーホテルの全面リニューアル費用が発生したことなどから、営業利益は1,036百万円（同47.9％減）となりました。 

（リテイル事業） 

 ディズニーストアでは、ディズニー映画の公開にあわせた関連商品の展開や、新規店舗をオープンするなど売上の

向上に努めたものの、来店者数の減少に歯止めがかからず、リテイル事業の売上高は17,858百万円（同16.8％減）、

営業損失は1,019百万円（同1,949百万円の減益）となりました。 

 この状況の早期改善を図るため、12月より企業支援会社のリヴァンプ社と協働し、抜本的な改善に着手いたしまし

た。商品政策の見直しや、店舗部門の業務改革を進める一方で、組織風土改革の一環として組織の統廃合や会議体の

見直しを、また費用構造改革の一環として本部のスリム化や物流費の削減、不採算店舗の閉鎖などを行いました。 

 なお、不採算店舗の退店費用や商品倉庫整理関連費用、本社オフィスの縮小費用などを特別損失に計上いたしまし

た。 

（その他の事業） 

 ホテル事業では、パーム＆ファウンテンテラスホテルにおいて、雑誌やテレビなどの媒体を利用し、更なる認知拡

大を目指したPR活動を積極的に行ったほか、旅行代理店やインターネット系エージェントなど販路の拡大を図りまし

た。これらの活動の結果、客室稼働率は前年同期を大幅に上回りました。 

 モノレール事業では、ディズニーリゾートラインにおいて、東京ディズニーリゾートを訪れた多くのゲストに引き

続きご利用頂きました。なお、12 月には累計で１億人目のゲストをお迎えすることができました。 

 以上の結果、その他の事業の売上高は13,898百万円（同12.3％増）となりました。 

 また、パーム＆ファウンテンテラスホテルの宿泊収入が増加したことや、前連結会計年度に発生した知的財産権ビ

ジネスにおけるアニメーション制作費用が当連結会計年度は発生しなかったことなどにより、営業利益は2,323百万

円（同98.0％増）となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動によって得られたキャッシュを、東京ディズ

ニーリゾート各施設への投資や、第２回無担保社債の償還に充当したことなどにより、46,878百万円（対前期末

37,450百万円減）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 税金等調整前当期純利益の増加に加え、たな卸資産の減少や仕入債務の増加などにより、営業活動によるキャッシ

ュ・フローは66,503百万円（対前年同期7,334百万円増）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 運用資産の償還・売却による収入が増加した一方、東京ディズニーリゾート各施設への新規投資などによる設備投

資の支出や、運用資産の取得による支出が増加したことなどにより、投資活動によるキャッシュ・フローは△67,919

百万円（同4,331百万円減）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 前連結会計年度に発生した社債発行の収入が当連結会計年度は発生しなかったことや、第２回無担保社債を償還し

たことなどにより、財務活動によるキャッシュ・フローは△36,038百万円（同66,197百万円減）となりました。 



２【販売の状況】 

(1）テーマパーク事業 

（東京ディズニーランド及び東京ディズニーシーの入園者数） 

(2）複合型商業施設事業 

(3）リテイル事業 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

テーマパーク事業（百万円） 289,148 ( 84.0％) 104.7 

複合型商業施設事業（百万円） 23,177 (  6.7％) 101.8 

リテイル事業（百万円） 17,858 (  5.2％) 83.2 

その他の事業（百万円） 13,898 (  4.1％) 112.3 

合計（百万円） 344,082 (100.0％) 103.4 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

アトラクション・ショー収入

（百万円） 
127,731 ( 44.2％) 105.3 

商品販売収入（百万円） 93,278 ( 32.2％) 104.6 

飲食販売収入（百万円） 52,026 ( 18.0％) 103.0 

ホテル収入（百万円） 15,610 (  5.4％) 106.6 

その他の収入（百万円） 501 (  0.2％) 81.0 

合計（百万円） 289,148 (100.0％) 104.7 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

入園者数（千人） 25,816   104.2 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

ホテル収入（百万円） 13,785 ( 59.5％) 100.8 

直営店舗収入（百万円） 3,660 ( 15.8％) 99.3 

不動産賃貸収入（百万円） 3,159 ( 13.6％) 93.9 

その他の収入（百万円） 2,571 ( 11.1％) 125.8 

合計（百万円） 23,177 (100.0％) 101.8 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

リテイル収入（百万円） 17,858 (100.0％) 83.2 

合計（百万円） 17,858 (100.0％) 83.2 



(4）その他の事業 

＜参考情報＞ 

（ホテル収入内訳） 

 （注） 上記の金額は、テーマパーク事業及び複合型商業施設事業のホテル収入を合算した内訳であります。 

３【対処すべき課題】 

(1) 当面の対処すべき課題の内容、対処方針及び具体的な取り組み内容 

 当社グループは、本年、中期経営計画「Innovate OLC 2010」（2008年３月期～2011年３月期）を策定いたしまし

た。本計画の骨子は、この４年間を「OLCグループの新たな成長に向けた取り組みを推進する期間」と位置づけ、利

益成長と適正な資源配分（直接的な利益還元重視、有利子負債の削減、事業開発の推進）により長期的に安定した成

長を可能にする経営基盤を作り上げるとともに、“涙が出るくらい”の感動を創造し続けることであります。 

 今後サービス業は、顧客の価値観の更なる多様化、少子高齢化に伴う顧客層及び雇用環境の変化といった日本の構

造的な問題に直面し、当社グループを取り巻く環境はこれまで以上に大きく変化することが想定されます。 

 このような環境認識に基づき、「Innovate OLC 2010」においては以下の３つの基本方針を掲げております。 

 ① コア事業（東京ディズニーリゾート）の更なる強化による利益の成長 

 ② 新たな成長基盤の確立 

 ③ OLCグループ価値の向上 

① コア事業（東京ディズニーリゾート）の更なる強化による利益の成長 

ⅰ．クオリティの向上 

 ゲスト満足（CS）向上のために、ゲストのパーク体験価値を更に向上させてまいります。そのためには、ホスピタ

リティを提供するキャストが気持ちよくサービスを提供できる環境整備が必要であるという観点から、従業員満足

（ES）向上に努め、更なるマネジメント力の強化を行ってまいります。加えて、キャストの定着化促進やキャスト雇

用の確保に向けた取り組みをこれまで以上に強化し、今後想定される雇用環境の変化に対応してまいります。 

 また、顧客志向の更なる強化を進めてまいります。ゲストの声をこれまで以上に把握し、ネガティブ要素の排除な

どにつなげていくほか、知的欲求や審美的欲求といった、ゲスト自身も認識していない潜在的な欲求に応える新たな

体験価値を創造してまいります。 

 更に2009年３月期には、東京ディズニーリゾート25周年キャンペーン、東京ディズニーランドホテル開業、シル

ク・ドゥ・ソレイユ専用劇場開設を予定しております。 

 このようにソフトとハードの両面で、東京ディズニーリゾートのクオリティを更に向上させることを最優先させ、

他では味わえないユニークで魅力的な体験を提供することで、圧倒的な優位性の構築を目指してまいります。 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

ホテル事業（百万円） 4,316 ( 31.1％) 117.8 

モノレール事業（百万円） 2,784 ( 20.0％) 105.4 

グループ内従業員食堂運営事業

（百万円） 
2,332 ( 16.8％) 98.2 

その他（百万円） 4,465 ( 32.1％) 120.9 

合計（百万円） 13,898 (100.0％) 112.3 

区分 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

宿泊収入（百万円） 16,867 ( 57.4％) 101.0 

宴会収入（百万円） 6,968 ( 23.7％) 109.3 

料飲収入ほか（百万円） 5,559 ( 18.9％) 106.2 

合計（百万円） 29,395 (100.0％) 103.8 



ⅱ．ターゲットの明確化 

 ターゲットとする顧客セグメントを明確にし、各顧客セグメントのニーズにあった価値を提供することで、マーケ

ットの拡大を目指してまいります。例えば、メインターゲットであるファミリー層については、ターゲットを更に細

分化し、それぞれのターゲットに向けた効果的な取り組みを行っていくほか、新規マーケットであるニューエイジン

グ層については、マーケット育成のための継続的な取り組みを行ってまいります。また、天候要因などの外部環境に

左右されにくい来園確約型集客の増加に向けた取り組みを強化してまいります。 

 これらにより、入園者数の水準を段階的に上げていくことを目指してまいります。 

ⅲ．コストの効率化 

 固定費の抑制や労働生産性の向上、グループ全体でのスケールメリットを活かしたコスト削減、管理・企画部門の

スリム化による人財の再配分といったコストの効率化に取り組んでまいります。これらにより、入園者数の増減にか

かわらず、安定的に必要な利益を生み出していくことを目指してまいります。 

② 新たな成長基盤の確立 

ⅰ．事業開発方針の策定 

 当社の企業使命である「夢・感動・喜び・やすらぎ」を提供する“空間”を創造する事業を、東京ディズニーリゾ

ートに続く事業として開発してまいります。この事業を通じ、人と人とのコミュニケーションと、それを演出する空

間によって産み出される当社グループならではの価値を提供してまいります。開発にあたっては、日本国内での事業

を優先し、他社とも積極的に提携していく方針です。そして、2011年３月期までにその事業内容を定めることを目指

してまいります。 

 更に、ディズニーコンテンツに係わる事業開発を含めたディズニー社とのパートナーシップを一層強化し、共同で

の事業展開を鋭意検討中です。現時点で本格的な検討段階に入っておりますのは、「都市型エンターテイメント施

設」に関するプロジェクトです。この施設は、ディズニーならではの演出が施された屋内型エンターテイメント施設

で、2011年３月期以降、大都市中心部（関東圏以外）での開設を検討しております。このほかにもディズニー社とは

様々な事業展開の可能性を模索してまいります。 

 そして、「心の活力創造事業」のドメイン内で、将来の更なる成長に向けた事業の研究も並行して推進してまいり

ます。 

ⅱ．事業開発に関する意思決定フローの整備 

 事業の目的別に評価基準を定め、それぞれの目的にあわせて事業進出の可否判断を実施してまいります。また、事

業開発を本格化するに伴い、事業化の意思決定フロー及び事業化した案件の評価方法を整備し、拡大・維持・見直

し・撤退などを適時判断してまいります。そして、採算性が低いあるいは見込めない事業については早期にリプラン

を行ってまいります。 

ⅲ．有利子負債の削減 

 新たな成長へ向けた投資余力を確保するため、有利子負債を削減してまいります。 

③ OLCグループ価値の向上 

ⅰ．株主還元 

 「OLCグループの新たな成長に向けた取り組みを推進する期間」と位置づけた2011年３月期までの４年間におい

て、現時点では新たな成長につながる大規模な事業開発投資の実施を計画していないため、株主の皆様に対する直接

的な利益還元へのキャッシュ・フロー配分比率をこれまで以上に高める方針です。2008年３月期より連結配当性向

35％以上を目標としております。加えて、自己株式の取得につきましても検討してまいります。そして、利益の成長

と直接的な利益還元によるROEの向上を目指してまいります。 

ⅱ．人財育成 

 各事業において、それぞれの事業の核となる人財を育成するとともに、育成に必要な環境を整備してまいります。

また、社員に社外での新たな挑戦機会を積極的に提供し、競争力のある人財を育成してまいります。そして、クリエ

イティブ能力を様々な事業機会に有効活用できるように人財を確保・育成してまいります。 

ⅲ．CSR（企業の社会的責任） 

 OLCグループ価値を高めるためには、経済的価値の向上とともに社会的視点からの付加価値の付与も欠かせない要

素であると認識しております。法令遵守といったステークホルダーからの信頼基盤の確立への取り組みとともに、

「家族の絆」と「学び」など、OLCグループの強みを発揮することができるものをテーマとし活動してまいります。

そして、従業員がCSRの観点から自らの業務の社会的意義を認識することで、当社グループに対する誇りと共感の向

上につなげてまいります。このような本業の強化と社会貢献につながるCSR活動を推進していくことで、OLCグループ

価値の向上を目指してまいります。 



(2) 会社の支配に関する基本方針 

① 基本方針の内容 

 当社グループは、「自由でみずみずしい発想を原動力に すばらしい夢と感動 ひととしての喜び そしてやすらぎ

を提供する」という企業使命のもと、広く愛され、親しまれる企業であり続けること、そしてあらゆるステークホル

ダーから信頼と共感を集め、その成果であるキャッシュ・フローの最大化を達成することにより、企業価値を高める

ことを経営方針としております。 

 また、長期安定的な配当と業績に応じた増配・自己株式の取得などの継続的な利益還元を可能にしてまいります。

当社グループのコア事業である東京ディズニーリゾートにおいては、親しみある空間を提供することでより多くのゲ

ストをお迎えし、最高のハピネスを分かち合うと同時に、適正な投資レベルを保ちながら高水準の利益を創出し続け

ることを目指してまいります。 

 とりわけ、テーマパーク事業においては、ゲストの皆様に十分満足していただくために必要な要員やコストを投入

し、高いレベルのサービスを提供し続けること、そのための従業員教育にコストを惜しまないこと、安全や清潔さ、

魅力的なデザインなど施設のクオリティを決して落とさないこと、そして、新たなアトラクションを適時に導入する

ことをはじめとして継続的かつ資産効率を加味した設備投資を行っていくことが必要不可欠であると考え、これらの

施策を実行してまいります。 

 さらに、「夢・感動・喜び・やすらぎ」を提供する“空間”を創造し、それらを東京ディズニーリゾートに続く事

業として成長させてまいります。 

 このように、当社の経営方針は、換言すれば長期的に成長し続けることを目指すものであり、決して短期の利益の

みを追求することではありません。 

 当社は、これらの施策を継続的に実行していくことによってはじめて企業価値を高めていくことができるものと確

信しております。 

 当社は、経営の支配権が移動することによる経営の革新や活性化を一概に否定するものではありません。また、さ

らなる企業価値・株主共同の利益の向上を実現することが可能な買収を阻止する考えもありませんが、買収には企業

価値を毀損する場合もあるため、当社の経営が他者によって支配されることに対しては、取締役会としても極めて慎

重に判断しなければならないと考えています。なぜなら、当社の企業価値・株主共同の利益を向上させるためには、

上記のような取り組みが不可欠であると確信しているからであります。 

 以上の観点から、当社は、当社の企業価値を毀損するおそれのある者（上記のような経営方針によらない経営をし

ようとする者も含みます）は、当社の財務や事業の方針の決定を支配する者としてふさわしくないと考え、これに該

当するような者に対し最も適切と判断する措置を行います。 

② 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取り組み 

 当社は、基本方針の実現に資する特別な取り組みは行っておりませんが、上記(1)に掲げる中期経営計画を策定し

ており、当該計画は、①に記載の基本方針の実現に資するものであると考えております。 

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

り組み 

 現在のところ、当社の株式を大量に取得しようとする者の存在によって、具体的な脅威が生じているものではあり

ません。また、当社として現時点では、そのような買付者が出現した場合の具体的な施策（いわゆる敵対的買収防衛

策）を予め定めるものではなく、当社の財務及び事業の方針の決定が不適切な者によって支配されることを防止する

ための取り組みは行っておりませんが、当該方針の決定を支配する者としてふさわしくないと認められる者が現れた

場合、当社取締役会は、ただちに、対抗措置を実行することを予定しております。 

 具体的には、当社株式を大量に取得しようとする者が現れた場合で、それが、上記に記載した当社の企業価値を毀

損する行為を目的として当社を支配しようとする者（いわゆるグリーンメーラーなど）、強圧的二段階買収など株主

の皆様に当社株式の売却を事実上強要するおそれがある買収をしようとする者、上記のような当社の長期的な発展・

成長を阻害する経営方針・経営戦略をもって当社を支配しようとする者、当社の株主の皆様が当社株式を買収者に譲

渡するか保有し続けるかを判断するために十分な情報や時間を与えずに買収しようとする者、当社取締役会が買収の

提案を評価するために必要な情報及び買収者との交渉や対案の提案を行う時間を与えずに買収しようとする者など企

業価値の毀損につながると認められる者であったときは、当社は、ただちに、外部の専門家などを含めて当該買収を

評価したうえで最も適切と考えられる措置を検討し、当社の企業価値が毀損されるおそれが高いと判断した場合など

は、必要な範囲で状況に応じて適切な対抗措置を実行いたします。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、主に次のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、当有価証券報告書

提出日（平成19年６月28日）現在において、当社グループが判断したものであります。 

(1) 天候による影響 

  当社グループの主要事業であるテーマパーク事業は、天候要因（天気・気温など）により入園者数が変動しやすい

事業です。このため、悪天候が長期に及ぶ場合、入園者数の減少により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

(2) 災害などによる影響 

  当社グループの事業基盤はほぼ舞浜に集中しているため、舞浜地区にて大地震や火災、洪水などの災害が発生した

場合の影響が考えられます。東京ディズニーリゾート各施設につきましては安全性に十分配慮しているものの、災害

発生時には施設や交通機関への被害、レジャーに対する消費マインドの冷え込みなどが想定されることから、一時的

な入園者数の減少により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) テロ・感染症などによる影響について 

 当社グループでは、ゲストを迎え入れる施設を多数有しており、各施設においては、安全性の確保を最優先してお

ります。一方で、国内外の大規模集客施設などにおいてテロ事件などが発生した場合、また、新型インフルエンザな

ど治療方法が確立されていない感染症が流行した場合、レジャーに対する消費マインドの冷え込みなどが想定される

ことから、一時的な入園者数の減少により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 製品の不具合などによる影響について 

 当社グループの主要事業であるテーマパーク事業の製品（アトラクション、商品、食品など）に万一の事故（アト

ラクション事故、欠陥商品販売、異物混入など）があり、顧客であるゲストに重大な危害が加わる事態が発生した場

合には、安全を最優先する当社グループへの信頼の低下、ブランド価値の毀損及び訴訟などの多額の費用負担などに

より、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(5) 社内情報の取り扱いについて 

 当社グループは、事業遂行に関連し顧客の情報や営業上の秘密情報などを保有しているため、それらが安易に漏洩

することのないよう、社内ネットワークに関する監視機能の強化や情報へのアクセスの制限など、取り扱いには充分

留意しております。しかしながら、社内情報に関し外部からのハッキング、社内データベースの悪用、漏洩、改ざん

などといった予期せぬ事態が万が一発生した場合、当社グループへの信頼の低下や、訴訟などの多額の費用負担など

が発生し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 （注）１．「東京ディズニーランド」、「東京ディズニーシー」、「東京ディズニーシー・ホテルミラコスタ」、「デ

ィズニーアンバサダーホテル」、「ディズニーリゾートライン」及び「東京ディズニーランドホテル」に関

するロイヤルティーは、ディズニー・エンタプライゼズ・インクと当社との間の契約に定められた一定料率

にしたがって支払っております。 

２．「ディズニーストア」に関するロイヤルティーは、ディズニー・クレジット・カード・サービス・インクと

㈱リテイルネットワークスとの間の契約に定められた一定料率にしたがって支払っております。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

契約会社 相手先 国名 契約内容 契約期間 

提出会社 

ディズニー・エン

タプライゼズ・イ

ンク 

米国 

「東京ディズニーランド」のライセン

ス、設計、建設及び運営に関する業務

提携 

昭和54年４月30日から「東京ディズニーシー」開

園日の20年後まで。 

ただし、各当事者は５回にわたり、更に５年間ず

つ延長することができる。 

     

「東京ディズニーシー」のライセン

ス、設計、建設及び運営に関する業務

提携 

平成８年４月30日から「東京ディズニーシー」開

園日の20年後まで。 

ただし、各当事者は５回にわたり、更に５年間ず

つ延長することができる。 

     

「東京ディズニーシー・ホテルミラコ

スタ」のライセンス、設計、建設及び

運営に関する業務提携 

「東京ディズニーシー」に関する契約と同期間。 

     

「ディズニーアンバサダーホテル」の

ライセンス、建設及び運営に関する業

務提携 

平成10年９月30日から「東京ディズニーシー」開

園日の20年後まで。 

ただし、各当事者は５回にわたり、更に５年間ず

つ延長することができる。 

     

「ディズニーリゾートライン」のライ

センス、設計、建設及び運営に関する

業務提携 

平成10年10月６日から「東京ディズニーシー」開

園日の20年後まで。 

ただし、各当事者は５回にわたり、更に５年間ず

つ延長することができる。 

     

「東京ディズニーランドホテル」のラ

イセンス、設計、建設及び運営に関す

る業務提携 

平成17年１月31日から「東京ディズニーシー」開

園日の20年後まで。 

ただし、各当事者は５回にわたり、更に５年間ず

つ延長することができる。 

提出会社 ㈱イクスピアリ 日本 
「イクスピアリ」及び「ディズニーア

ンバサダーホテル」の建物賃貸借契約 

（自 平成12年５月１日 

至 平成32年４月30日） 

ただし、各当事者は回数の定めなく、さらに10年

間ずつ延長することができる。 

㈱イクスピアリ 
㈱ミリアルリゾー

トホテルズ 
日本 

「ディズニーアンバサダーホテル」の

建物転貸借契約 

（自 平成12年５月１日 

至 平成32年４月30日） 

ただし、各当事者は回数の定めなく、さらに10年

間ずつ延長することができる。 

提出会社 
㈱ミリアルリゾー

トホテルズ 
日本 

「東京ディズニーシー・ホテルミラコ

スタ」の建物賃貸借契約 

（自 平成13年７月31日 

至 平成32年４月30日） 

ただし、各当事者は回数の定めなく、さらに10年

間ずつ延長することができる。 

提出会社 

シルク・ドゥ・ソ

レイユ・インク 

ディズニー・エン

タプライゼズ・イ

ンク 

カナダ 

  

米国 

  

  

「シルク・ドゥ・ソレイユ」専用劇場

（名称未定）の設計、建設、運営及び

ショーの上演に関する業務提携 

平成17年３月22日から「シルク・ドゥ・ソレイ

ユ」専用劇場（名称未定）開業日の12年後まで。 

㈱リテイルネッ

トワークス 

ディズニー・クレ

ジット・カード・

サービス・インク  

米国 

日本国内における「ディズニースト

ア」の運営及びライセンスに関する業

務提携 

（自 平成14年４月１日 

至 平成34年３月31日） 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 (1) 財政状態  

（資産の部） 

 当連結会計年度末の資産の部合計は、699,772百万円（前期末比2.7％減）となりました。 

 流動資産は、６月に第２回無担保社債（30,000百万円）を償還したことに伴い現金及び預金が減少したほか、運用

資産の減少に伴いその他の流動資産が減少したことなどにより、103,725百万円（同23.2％減）となりました。 

 固定資産では、東京ディズニーリゾート各施設の減価償却が進んだ一方、東京ディズニーランドホテルなどの設備

投資を行ったことなどから有形固定資産は増加いたしました。また、債券の取得に伴い投資有価証券が増加したこと

などにより、固定資産は596,047百万円（同2.1％増）となりました。 

（負債の部） 

 当連結会計年度末の負債の部合計は、314,771百万円（同8.2％減）となりました。 

 流動負債は、第２回無担保社債を償還したことなどにより、73,520百万円（同24.1％減）となりました。 

 固定負債は、保有有価証券の時価下落などに伴い、繰延税金負債が減少したことなどにより、241,251百万円（同

2.0％減）となりました。 

 なお、当連結会計年度末の有利子負債残高は235,625百万円（同11.7％減）となりました。 

（純資産の部） 

  当連結会計年度末の純資産の部合計は、保有有価証券が時価下落によりその他有価証券評価差額金が減少したもの

の、利益剰余金が増加したことなどにより385,000百万円（同2.4％増）となり、自己資本比率は55.0％（同2.7ポイ

ント増）となりました。 

 (2) 経営成績 

（売上高） 

 テーマパーク事業では、入園者数、ゲスト１人当たり売上高ともに前年同期を上回ったほか、東京ディズニーシ

ー・ホテルミラコスタの売上高も増加いたしました。また、リテイル事業の売上高は減少したものの、その他の事業

において、パーム＆ファウンテンテラスホテルの客室稼働率が大幅に向上したことなどから、売上高は344,082百万

円（前年同期比3.4％増）となりました。 

（営業利益） 

  売上高の増加に加えて、テーマパーク事業においてエンターテイメント・ショー製作費などの費用の抑制に努めた

ことや、その他の事業において前連結会計年度に発生したアニメーション制作費用が当連結会計年度は発生しなかっ

たことなどから、営業利益は34,110百万円（同11.5％増）となりました。 

（経常利益） 

  営業利益が増加し、また営業外損益は前年同期同様となったため、経常利益は30,187百万円（同13.1％増）となり

ました。 

（当期純利益） 

  リテイル事業において、不採算店舗の退店費用や商品倉庫整理関連費用などが発生いたしました。また、投資有価

証券評価損を計上したことなどにより、特別損失は1,505百万円（同530.1％増）となりました。しかしながら、経常

利益の増加に伴い、当期純利益は16,309百万円（同3.9％増）となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資総額は54,806百万円であり、その内訳は、有形固定資産の取得が51,566百万円、無形固

定資産ほかの取得が3,239百万円であります。 

(1) テーマパーク事業 

 当連結会計年度の設備投資総額は40,342百万円であり、その主なものはアトラクション新設及びテーマパーク施設

改修であります。 

 なお、営業に重大な影響を及ぼすような設備の売却、除却等はありません。 

(2) 複合型商業施設事業 

 当連結会計年度の設備投資総額は1,055百万円であり、その主なものはイクスピアリ及びディズニーアンバサダー

ホテルの修繕・改修であります。 

 なお、営業に重大な影響を及ぼすような設備の売却、除却等はありません。 

(3) リテイル事業 

 当連結会計年度の設備投資総額は437百万円であり、その主なものはディズニーストアの新規出店であります。 

 なお、営業に重大な影響を及ぼすような設備の売却、除却等はありません。 

(4) その他の事業 

 当連結会計年度の設備投資総額は13,075百万円であり、その主なものは東京ディズニーランドホテル新設でありま

す。 

 なお、営業に重大な影響を及ぼすような設備の売却、除却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１．帳簿価額は、建設仮勘定を除く有形固定資産であり、金額に消費税等は含まれておりません。 

２．事業所名欄の「東京ディズニーランド」の「テーマパークサポート施設」とは、「東京ディズニーランド」

及び「東京ディズニーシー」の２つのテーマパークで共有する運営サポートのための施設であり、当該事業

所の帳簿価額欄及び従業員数欄には、これらの施設の帳簿価額、面積及びこれらで勤務する従業員数を含め

て記載しております。 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 従業員数 
(人) 

[外,平均
臨時雇用
者数] 

建物及び
構築物 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

東京ディズニーランド 

（千葉県浦安市） 

テーマパーク

事業 

テーマパーク

及びテーマ 

パークサポー

ト施設 

63,350 11,279 
19,684 

(837,259)
3,746 98,060 

1,409 

[7,562] 

東京ディズニーシー及び東京

ディズニーシー・ホテルミラ

コスタ 

（千葉県浦安市） 

テーマパーク

事業 

テーマパーク

及びホテル 
178,656 42,774 

31,048 

(585,846)
10,779 263,259 

216 

[4,295] 

ディズニーファンタジーほか 

（千葉県浦安市） 

テーマパーク

事業 
商品販売施設 1,426 29 

59 

(4,606)
222 1,738 

21 

[335] 

本社 

（千葉県浦安市） 

テーマパーク

事業 
事務所 1,527 8 

713 

(25,570)
1,777 4,026 

491 

[115] 

イクスピアリ及びディズ 

ニーアンバサダーホテル 

（千葉県浦安市） 

複合型商業施

設事業 

ショップ＆レ

ストラン、シ

ネマコンプ 

レックス、ホ

テル等 

41,481 770 
4,421 

(117,509)
229 46,902 

－ 

 [－]



３．事業所名欄の「東京ディズニーシー及び東京ディズニーシー・ホテルミラコスタ」のうち「東京ディズニー

シー・ホテルミラコスタ」については、提出会社の100％子会社である㈱ミリアルリゾートホテルズに賃貸

しており、「イクスピアリ及びディズニーアンバサダーホテル」については、キャンプ・ネポス等を除いた

施設を提出会社の100％子会社である㈱イクスピアリに賃貸しております。 

４．事業所名欄の「ディズニーファンタジーほか」の内訳は、「ディズニーファンタジー」11店舗、フェスティ

バル・ディズニー」１店舗、「ミッキランジェロ・ギフト」１店舗、「ミニリザ・サンドリー」１店舗及び

「ボン・ヴォヤージュ」１店舗であります。 

５．事業所名欄の「ディズニーファンタジーほか」については、上記のほか、「ディズニーファンタジー」のう

ち９店舗についてはオフィシャルホテル内及びパートナーホテル内店舗1,358㎡を賃借しており、２店舗に

ついては提出会社の100％子会社である㈱舞浜リゾートラインよりパーム＆ファウンテンテラスホテル内店

舗を賃借しております。 

また、「フェスティバル・ディズニー」、「ミッキランジェロ・ギフト」及び「ミニリザ・サンドリー」に

ついては、㈱ミリアルリゾートホテルズよりディズニーアンバサダーホテル内店舗及び東京ディズニーシ

ー・ホテルミラコスタ内店舗を転借しております。 

(2）国内子会社 

  平成19年３月31日現在 

会社名 
事業所名
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 従業員数 
(人) 

[外,平均
臨時雇用
者数] 

建物及び
構築物 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

㈱ミリアルリゾ

ートホテルズ 

（連結子会社） 

東京ディズ

ニーシー・

ホテルミラ

コスタ 

（千葉県浦

安市） 

テーマパー

ク事業 
ホテル 688 182 － 218 1,089 

225 

[376] 

㈱ミリアルリゾ

ートホテルズ 

（連結子会社） 

ディズニー

アンバサ 

ダーホテル 

（千葉県浦

安市） 

複合型商業

施設事業 
ホテル 534 226 － 153 914 

391 

[354] 

㈱イクスピアリ 

（連結子会社） 

イクスピア

リ 

（千葉県浦

安市） 

複合型商業

施設事業 

ショップ＆レ

ストラン、シ

ネマコンプレ

ックス等 

1,641 268 － 188 2,098 
117 

[524] 

㈱リテイルネッ

トワークス 

（連結子会社） 

ディズニー

ストア 

（千葉県浦

安市ほか51

店舗） 

リテイル事

業 
商品販売施設 943 － － 655 1,598 

169 

[573] 

㈱舞浜リゾート

ライン 

（連結子会社） 

ディズニー

リゾートラ

イン 

（千葉県浦

安市） 

その他の事

業 
モノレール 22,466 3,761 － 209 26,437 

50 

[81] 

㈱舞浜リゾート

ライン 

（連結子会社） 

パーム＆フ

ァウンテン

テラスホテ

ル 

（千葉県浦

安市） 

その他の事

業 
ホテル 6,872 77 － 327 7,277 

－ 

 [－]



 （注）１．帳簿価額は、建設仮勘定を除く有形固定資産であり、金額に消費税等は含まれておりません。 

２．事業所名欄の「ディズニーアンバサダーホテル」については、㈱イクスピアリが提出会社より賃借しており

ます「イクスピアリ及びディズニーアンバサダーホテル」のうち、㈱ミリアルリゾートホテルズがホテル建

物を転借したものであります。 

３．事業所名欄の「ディズニーストア」については、52店舗合計で17,336㎡を賃借しており、「パーム＆ファウ

ンテンテラスホテル」については、27,180㎡を賃借しております。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設の計画は、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．完成予定年月は、開発の都合で変更になる可能性があります。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 
予算金額 

（百万円）
既支払額 

（百万円）
着手年月 完成予定年月 

資金調達
方法 

提出会社 

その他 

（千葉県浦安

市） 

その他の事

業 

東京ディズニーラン

ドホテル新設 

（立体駐車場含む） 

44,000 13,950 平成17年１月 
平成21年３月

期中  

社債発行

資金及び

自己資金 

提出会社 

その他 

（千葉県浦安

市） 

その他の事

業 

「シルク・ドゥ・ソ

レイユ」専用劇場

（名称未定）新設 

10,000 2,968 平成17年３月 
平成21年３月

期中  

社債発行

資金及び

自己資金 

提出会社 

東京ディズニ

ーランド 

（千葉県浦安

市） 

テーマパー

ク事業 

アトラクション（名

称未定）新設 

（商品店舗含む） 

10,000 2,869 平成17年９月 
平成22年３月

期中 

自己資金

ほか 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償一般募集 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式5,002,303株については、5,002,300株は「個人その他」に、3株は「単元未満株式の状況」に含め

て記載しております。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式87単元（8,700株）を含めております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 330,000,000 

計 330,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

(平成19年３月31日) 
提出日現在発行数（株） 
(平成19年６月28日) 

上場証券取引所又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 100,122,540 100,122,540 
東京証券取引所 

（市場第一部） 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 100,122,540 100,122,540 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成８年12月11日 17,000,000 100,122,540 44,370,000 63,201,127 96,141,629 111,403,287 

入札による募集   11,500,000株   入札によらない募集  5,500,000株 

発行価格 5,220円   発行価格 8,050円 

資本組入額 2,610円   資本組入額   2,610円 

払込金総額 96,236,629千円   払込金総額 44,275,000千円 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） 2 129 29 798 243 28 116,428 117,657 － 

所有株式数

（単元） 
39,600 151,969 4,259 407,129 99,242 39 298,912 1,001,150 7,540 

所有株式数の

割合（％） 
3.96 15.18 0.43 40.66 9.92 0.00 29.85 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１．上記のほか、自己株式が5,002千株あります。 

２．当事業年度末現在における、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）及び日本トラスティ・サ

ービス信託銀行株式会社（信託口４）の信託業務の株式数については、当社として把握することができな

いため記載しておりません。 

３．モルガン・スタンレー証券株式会社から、平成19年４月９日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平

成19年３月30日現在で8,117千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点にお

ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

なお、モルガン・スタンレー証券株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

   大量保有者   モルガン・スタンレー証券株式会社他５社 

   住所      東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号 恵比寿ガーデンプレイスタワー 

   保有株券等の数 株式 8,117,098株 

   株券等保有割合 8.11％ 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

京成電鉄株式会社 東京都墨田区押上一丁目10番３号 19,435 19.41 

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号 15,180 15.16 

千葉県 千葉県千葉市中央区長洲一丁目９番１号 3,300 3.29 

京成開発株式会社 東京都墨田区押上一丁目12番１号 1,980 1.97 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,927 1.92 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口４） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,656 1.65 

第一生命保険相互会社  東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 1,640 1.63 

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505103 （常任代理人 株式会社
みずほコーポレート銀行兜町証券
決済業務室） 

P.O.BOX 351 フランクリンストリート 
ボストン マサチューセッツ  
02110 米国 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

1,548 1.54 

みずほ信託 退職給付信託 みずほ
コーポレート銀行口 再信託受託
者 資産管理サービス信託 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号 1,480 1.47 

メロン バンク トリーティー 
クライアンツ オムニバス 
（常任代理人 香港上海銀行東京
支店） 

ワン ボストン プレイス ボストン 
MA 02108 米国 
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 

933 0.93 

計 － 49,082 49.02 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式8,700株（議決権の数87個）を含めて

おります。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    5,002,300 － 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式   95,112,700 951,127 同上 

単元未満株式 普通株式        7,540 － 同上 

発行済株式総数 100,122,540 － － 

総株主の議決権 － 951,127 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社オリエン

タルランド 

千葉県浦安市舞浜

１番地１ 
5,002,300 － 5,002,300 4.99 

計 － 5,002,300 － 5,002,300 4.99 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

第155条第７項に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月18日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 352 2,304,420 

当期間における取得自己株式  20 137,100 



(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月18日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

３【配当政策】 

 当社グループは、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策の一つと認識しており、本年策定いたしました中期経

営計画「Innovate OLC 2010」（2008年３月期～2011年３月期）において、2008年３月期より連結配当性向35％以上

を目標とし、継続的な利益還元に努めていく方針を定めております。加えて、自己株式の取得につきましても、株主

の皆様への利益還元のため、検討してまいります。 

 当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当につきましては株主総会、中間配当につきましては取締役会であり

ます。 

 上記方針の下、当期末の配当につきましては１株につき30円、中間配当とあわせまして年間55円（2006年３月期よ

り10円増配）とさせて頂きます。また、本年６月には、保有しております自己株式のうち、5,000,000株（消却前発

行済株式総数の約５％）の消却をいたします。 

 当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定

めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 5,002,303 － 5,002,323 － 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成18年11月13日 取締役会決議 2,378 25.00 

平成19年６月28日 定時株主総会決議 2,853 30.00 

回次 第 43 期 第 44 期 第 45 期 第 46 期 第 47 期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 8,950 7,730 7,590 7,020 7,180 

最低（円） 5,060 4,700 6,230 6,280 5,920 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 6,870 6,680 6,350 6,330 7,150 7,180 

最低（円） 6,620 5,920 6,020 6,050 6,150 6,760 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数 

（千株）

代表取締役

会長 

(兼)ＣＥＯ 

  加賀見 俊夫 昭和11年１月５日生

昭和33年４月 京成電鉄株式会社入社 

昭和51年10月 当社不動産事業部長 

昭和56年６月 当社取締役総務部長兼人事部長 

昭和58年６月 当社常務取締役 

平成３年６月 当社専務取締役 

平成５年６月 当社取締役副社長 

平成７年６月 当社代表取締役社長 

平成８年６月 株式会社舞浜リゾートホテルズ（現・株

式会社ミリアルリゾートホテルズ）代表

取締役社長（現任） 

平成17年６月 当社代表取締役会長(兼)ＣＥＯ（現任） 

（注）３  51 

代表取締役

社長 

(兼)ＣＯＯ 

社長執行 

役員 

  福島 祥郎 昭和21年12月５日生

昭和44年４月 当社入社 

平成３年10月 当社広報室長 

平成７年６月 当社取締役経営企画室長 

平成11年６月 当社常務取締役営業本部長 

平成15年６月 当社代表取締役専務取締役運営本部長 

平成16年11月 当社代表取締役専務取締役テーマパーク

統括本部長 

平成17年５月 当社代表取締役専務取締役専務執行役員

テーマパーク統括本部長 

平成17年６月 当社代表取締役社長(兼)ＣＯＯ社長執行

役員テーマパーク統括本部長 

平成17年12月 当社代表取締役社長(兼)ＣＯＯ社長執行

役員（現任） 

平成18年６月 京成電鉄株式会社監査役（現任） 

（注）３  5 

代表取締役 

副社長 

副社長執行

役員 

経理部・ＩＴ

推進部・食の

安全監理室・

シアトリカル

事業部・監査

部担当 

長岡 彰夫 昭和24年４月28日生

昭和49年４月 当社入社 

平成９年６月 当社経営企画室長 

平成11年６月 当社取締役経営企画本部長 

平成13年６月 当社常務取締役経営企画本部長 

平成15年６月 当社代表取締役専務取締役 

平成17年５月 当社代表取締役専務取締役専務執行役員

経営企画本部長 

平成17年６月 当社代表取締役副社長(兼)ＣＳＯ副社長

執行役員経営企画本部長 

平成19年４月 当社代表取締役副社長副社長執行役員

（現任） 

（注）３  4 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有
株式数 

（千株）

代表取締役 

専務執行役

員  

経営戦略本

部・経営計画

部・事業推進

部担当 

砂山 起一 昭和23年３月７日生

昭和45年４月 当社入社 

平成７年４月 当社経理部長 

平成11年６月 当社取締役経理部長 

平成13年５月 当社取締役フード本部長 

平成15年６月 当社常務取締役フード本部長 

平成17年５月 当社常務取締役常務執行役員テーマパー

ク統括副本部長 

平成17年６月 当社取締役常務執行役員テーマパーク統

括副本部長 

平成17年12月 当社取締役常務執行役員テーマパーク統

括本部長 

平成19年４月 当社取締役専務執行役員経営戦略本部長 

平成19年６月 当社代表取締役専務執行役員経営戦略本

部長（現任） 

（注）３  5 

取締役 

専務執行役

員 

営業本部長 柴 洋二郎 昭和25年８月７日生

昭和49年４月 株式会社日本興業銀行（現・株式会社み

ずほコーポレート銀行、株式会社みずほ

銀行）入行 

平成11年６月 同行メディア・情報通信営業部長 

平成14年４月 株式会社みずほコーポレート銀行執行役

員本店営業第十部長 

平成15年３月 株式会社みずほ銀行常務執行役員 

平成17年４月 当社入社 

平成17年５月 当社常務執行役員営業本部長 

平成19年４月 当社専務執行役員営業本部長 

平成19年６月 当社取締役専務執行役員営業本部長（現

任） 

（注）３  0 

取締役 

常務執行役

員 

技術本部長 髙桑 誠 昭和18年４月23日生

昭和42年４月 当社入社 

平成４年12月 当社開発事業部長兼パークスクエア所長 

平成９年６月 当社取締役 

平成13年６月 当社常務取締役 

平成13年10月 当社常務取締役技術本部長 

平成17年５月 当社常務取締役常務執行役員技術本部長 

平成17年６月 当社取締役常務執行役員技術本部長（現

任） 

（注）３  4 

取締役 

常務執行役

員 

商品本部長 入江 教夫 昭和26年11月18日生

昭和50年４月 当社入社 

平成11年６月 当社経営企画本部経営企画室長 

平成15年５月 当社商品本部長 

平成15年６月 当社取締役商品本部長 

平成17年５月 当社取締役執行役員商品本部長 

平成19年４月 当社取締役常務執行役員商品本部長（現

任） 

（注）３  3 

取締役 

執行役員 
  大和田 誠 昭和26年３月18日生

昭和49年４月 当社入社 

平成９年６月 当社情報システム室長 

平成13年６月 当社取締役情報システム部長 

平成16年11月 当社取締役運営本部長 

平成17年４月 株式会社リテイルネットワークス代表取

締役社長 

平成17年５月 当社取締役執行役員（現任） 

平成18年12月 株式会社リテイルネットワークス取締役

会長（現任） 

（注）３  4 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有

株式数 
（千株）

取締役 

執行役員 

人事部・キャ

スティング部

担当 

鈴木 茂 昭和31年６月９日生

昭和55年４月 当社入社 

平成13年５月 当社人事本部人事企画室長 

平成15年６月 当社取締役人事部長 

平成17年５月 当社取締役執行役員人事部長 

平成18年４月 当社取締役執行役員（現任） 

（注）３  3 

取締役 

執行役員 
  髙野 由美子 昭和31年６月23日生

昭和55年４月 当社入社 

平成15年５月 株式会社舞浜リゾートホテルズ（現・株

式会社ミリアルリゾートホテルズ）代表

取締役副社長（現任） 

平成15年６月 当社取締役 

平成17年５月 当社取締役執行役員（現任） 

（注）３  3 

取締役 

執行役員 

総務部・広報

部担当 
上西 京一郎 昭和33年１月15日生

昭和55年４月 当社入社 

平成15年５月 当社総務部長 

平成15年６月 当社取締役総務部長 

平成17年５月 当社取締役執行役員総務部長 

平成18年４月 当社取締役執行役員（現任） 

（注）３  3 

取締役   田中 順一郎 昭和４年９月28日生

昭和26年４月 三井不動産株式会社入社 

昭和51年７月 同社住宅第二事業部長 

昭和54年６月 同社取締役開発企画部長 

昭和57年７月 同社常務取締役 

昭和60年６月 同社代表取締役専務取締役 

昭和62年６月 当社取締役（現任） 

昭和62年６月 三井不動産株式会社代表取締役社長 

平成８年３月 日本みどり開発株式会社代表取締役会長

（現任） 

平成10年６月 三井不動産株式会社代表取締役会長 

平成19年６月 同社相談役（現任） 

（注）３  － 

取締役   花田 力 昭和19年１月15日生

昭和41年４月 京成電鉄株式会社入社 

平成５年７月 同社鉄道本部運輸部長 

平成10年６月 同社取締役鉄道副本部長 

平成12年６月 同社常務取締役 

平成14年６月 同社代表取締役専務取締役 

平成16年６月 同社代表取締役社長（現任） 

平成17年６月 当社取締役（現任） 

（注）３  － 

常勤監査役   戸村 光夫 昭和９年10月18日生

昭和33年４月 京成電鉄株式会社入社 

昭和58年６月 同社開発本部開発営業部長 

平成２年６月 同社取締役 

平成４年６月 京成不動産株式会社代表取締役社長 

平成５年６月 株式会社京成ストア代表取締役社長 

平成13年６月 当社常勤監査役（現任） 

（注）４  3 

常勤監査役   土屋 文夫 昭和17年10月２日生

昭和43年４月 京成電鉄株式会社入社 

昭和54年12月 当社経理部経理課長 

平成３年10月 当社総務部長 

平成７年６月 当社取締役総務部長 

平成11年６月 当社常務取締役 

平成17年６月 当社常勤監査役（現任） 

（注）５  5 

 



 （注）１．取締役田中順一郎及び花田力は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役戸村光夫、大塚弘及び岩沙弘道は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

４．平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

５．平成17年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から３年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有

株式数 
（千株）

監査役   大塚 弘 昭和10年２月９日生

昭和33年４月 京成電鉄株式会社入社 

昭和57年６月 同社鉄道本部運輸部長 

昭和63年６月 同社取締役鉄道副本部長兼運輸部長 

平成４年６月 同社常務取締役 

平成７年６月 同社専務取締役 

平成８年６月 当社監査役（現任） 

平成８年６月 京成電鉄株式会社代表取締役専務取締役 

平成９年６月 同社代表取締役副社長 

平成10年６月 同社代表取締役社長 

平成16年６月 同社代表取締役会長（現任） 

（注）４  － 

監査役   岩沙 弘道 昭和17年５月27日生

昭和42年４月 三井不動産株式会社入社 

平成４年４月 同社開発企画部長 

平成７年６月 同社取締役プロジェクト企画本部プロジ

ェクト第一企画部長兼プロジェクト企画

本部建設部長 

平成８年４月 同社常務取締役プロジェクト企画本部長

兼プロジェクト企画本部プロジェクト第

一企画部長兼プロジェクト企画本部建設

企画部長 

平成９年６月 同社代表取締役専務取締役プロジェクト

企画本部長兼プロジェクト企画本部建設

企画部長 

平成10年６月 同社代表取締役社長（現任） 

平成13年６月 当社監査役（現任） 

（注）４  － 

計 98 



６．当社では、当社グループの各事業における監督責任と執行責任を明確にし、取締役の役割を「執行」からよ

り「監督」主体とすることで経営の監督機能を強化するとともに、執行役員への権限委譲を促進することで

意思決定の更なる迅速化を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は次の19人であります。

役名 職名 氏名 

社長執行役員   福島 祥郎 

副社長執行役員 経理部・ＩＴ推進部・食の安全監理室・シアトリカル事業部・監査部担当 長岡 彰夫 

専務執行役員  経営戦略本部長、経営計画部・事業推進部担当  砂山 起一 

専務執行役員 営業本部長 柴 洋二郎 

常務執行役員 特命事項担当 岡村 健 

常務執行役員 技術本部長 髙桑 誠 

常務執行役員 リゾートクリエイト部・ＣＳ推進部担当、リゾートクリエイト部長 田丸 泰 

常務執行役員 商品本部長 入江 教夫 

執行役員 （株式会社リテイルネットワークス取締役会長） 大和田 誠 

執行役員 運営本部長 佐藤 健司 

執行役員 人事部・キャスティング部担当 鈴木 茂 

執行役員 （株式会社ミリアルリゾートホテルズ代表取締役副社長） 髙野 由美子 

執行役員 総務部・広報部担当 上西 京一郎 

執行役員 技術本部技術管理部長 菊池 和年 

執行役員 （株式会社舞浜ビルメンテナンス代表取締役社長）  宇田川 勝久 

執行役員 フード本部長 水嶋 健次郎 

執行役員 （株式会社ミリアルリゾートホテルズ常務取締役） 髙延 博史 

執行役員  エンターテイメント本部長 永嶋 悦子 

執行役員 広報部長 安岡 譲治 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、2010年度までの中期経営計画「Innovate OLC 2010」を策定し、『夢・感動・喜び・やすらぎ』の提供と

いう当社の原点である使命に基づき、「顧客のため、社会のために何ができるのか」を考え行動することにより企業

価値を向上させてまいります。また、企業経営の透明性と公正性を高め、持続的な成長、発展を遂げ、かつ社会的な

責任を果たしていくことが重要であるとの認識に立ち、今後もコーポレート・ガバナンスの強化に努めてまいりま

す。具体的には、主として以下の活動に取り組んでおります。 

 ①コンプライアンス体制の徹底、リスク管理体制の定着、情報管理体制の強化などの内部管理の充実 

 ②監査役監査及び内部監査の監査体制の充実による、経営監視機能の強化 

 ③積極的な情報開示による、経営の透明性の向上 

 このように、企業倫理を尊重した誠実な経営を行うことにより、企業価値を向上させ、株主、その他ステークホル

ダーから高い評価を獲得することを目指します。 

(2) 業務執行、監査・監督の機能に係る事項 

① 業務執行について 

  当社は、経営を取り巻く環境の変化に合わせ、より強固なグループ経営管理体制を構築し、新たなコーポレー

ト・ガバナンスの確立を図るため、執行役員制度を導入しております。これにより、当社グループの各事業におけ

る監督責任と執行責任をより明確にし、取締役の役割を「監督」主体とすることで経営の監督機能を強化するとと

もに、執行役員への権限委譲を促進することで意思決定の更なる迅速化を図っております。 

 取締役会は原則月１回定期的に開催しており、常勤、非常勤を問わず、監査役も出席しております。職責が異な

る取締役と監査役は、それぞれの視点から経営のチェックを行っているほか、取締役は、経営の基本方針に基づ

き、法令及び定款に違反なきよう審議しております。 

 また、取締役会から権限委譲された業務執行に関する重要事項（取締役会決議事項を除く）を決議する機関とし

て、会社の経営全体に関する案件の決議機関として「経営会議」、及びテーマパーク事業に関する案件の決議機関

として「テーマパーク会議」を設置することで、迅速かつ適正な意思決定を促進しております。 

 なお、当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めております。 



② 監査・監督について 

  当社では、監査役制度を採用しており、常勤監査役２名は、取締役会だけではなく、経営会議、テーマパーク会

議、その他監査役が重要と認めた会議及び委員会に出席し、意見を述べております。また、当社監査役４名のうち

３名が社外監査役であり、客観的かつ独立した立場からの意見を積極的に取り入れ、実効的に監査が行われる監査

体制としております。更に、監査役の職務を補助するため、専任のスタッフ１名を配置しているほか、役職員が監

査役に報告すべき事項、時期、方法等を定めた「監査役報告規程」を制定し、監査に必要、かつ適切な情報を適時

報告することとしております。 

 また、監査役会は、監査基本計画に基づき、取締役及び従業員からの報告聴取、重要書類の閲覧などを行うとと

もに、重要会議の審議状況や監査結果などについて監査役が相互に議論を行い、監査の実効性の確保に努めており

ます。また、良質なコーポレート・ガバナンスの確立と運用を目的として、「監査役監査基準」と「監査役会規

則」を制定し、監査役の役割と職責を明確化しております。 

 更に、法令及び社内規定の遵守、効率的な業務執行について内部監査を実施すべく、監査部を設置し、内部統制

の充実を図っております。内部監査は、客観的立場から、会社の業務が経営方針・経営計画・社内規定などに準拠

して適正かつ効率的に行われているかを審査・評価・助言をすることにより、経営効率の増進と収益性の向上に寄

与することを目的として実施しております。 

 監査部、常勤監査役及び会計監査人の三者間では、三者会議、監査部からの常勤監査役への監査結果報告という

定例的な場のほか、随時三者との間で連絡・報告の場を設け、連携しつつ監査を実施しております。なお、内部監

査に携わるスタッフは監査部員５名であり専任の監査役スタッフは１名であります。 

③ 社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

  社外取締役２名及び社外監査役３名につきましては、当社のその他の関係会社であります京成電鉄株式会社の取

締役２名及び元取締役１名、三井不動産株式会社の取締役１名及び元取締役１名であります。当社との主な取引関

係につきましては、京成電鉄株式会社は独身寮の賃借、三井不動産株式会社は東京ディズニーランドのオフィシャ

ルスポンサーへの参加となります。金額につきましては、取引金額が僅少であるため、記載を省略しております。

(3) 内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制（コンプライアンス遵守体

制） 

（イ） 役職員の倫理・法令遵守に関する規範を示した「OLCグループ・コンプライアンス行動規範」を制定しており

ます。また、コンプライアンス上の行動規準として「ビジネスガイドライン」を制定しております。 

（ロ） 会社経営の適法性確保及びコンプライアンス精神の徹底を図るための組織として社長が指名する者を委員長

とする「コンプライアンス委員会」を設置しております。 

（ハ） コンプライアンス委員会は、役職員の不正行為又は法令、定款に違反する重大な事実を発見したときは、必

要な調査を行ったうえ、経営層又は経営会議並びに監査役会に対してこれを報告することとしております。 

（ニ） 監査役の監査にあたっての基準及び行動指針を定める「監査役監査基準」を制定し、監査役は取締役の法令

定款違反行為を発見したときは取締役会に報告するものとしております。 

（ホ） 執行部門から独立した内部監査部門として監査部を設置しております。 

（ヘ） 当社における内部通報窓口として従業員相談室を設置しております。 

（ト） コンプライアンスに関する社内教育・啓蒙活動及びコンプライアンス遵守状況のモニターを体系的・継続的

に実施しております。 

 ② 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制（情報管理体制） 

（イ） 取締役の職務の執行に係る情報は、法令及び「OLCグループ情報セキュリティポリシー」「文書規程」等の社

内規定に従い適切に保存及び管理を行っております。 

（ロ） 情報の管理を統括する組織として、IT推進部担当役員を委員長とする「情報セキュリティ管理委員会」を設

置しております。 

 ③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制（リスク管理体制） 

（イ） リスク管理の基本的な事項を定めた「OLCグループリスク管理規程」を制定しております。 

（ロ） 会社が保有するリスクを抽出して分析・評価・優先順位付けをし、これに基づき個別リスクの予防策・対応

策を策定するリスクマネジメントサイクルを設定し、運用しております。 

（ハ） リスクマネジメントサイクルの運用を統括する組織として経営計画部担当役員を委員長とする「リスクアセ

スメント委員会」を設置しております。 

（ニ） リスクが具現化した場合の対応組織として、「ECC（Emergency Control Center）」を設置しております。 



 ④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制（意思決定・権限・責任に関する体制） 

（イ） 業務を効率的に遂行するため、各部門の業務分掌及び会社の職位制度を「組織規則」に定めるとともに、各

職位を職務権限及び指揮命令系統を「職務権限規程」に定めております。 

（ロ） 意思決定の迅速化を図るため、取締役会決議事項を除く会社の経営に関する重要事項について決議又は報告

する機関として「経営会議」及び「テーマパーク会議」を設置しております。 

（ハ） OLCグループ各事業・各組織の監督責任・執行責任を明確化し、取締役の役割を「監督」主体とすることで経

営の監督機能を強化するとともに、執行役員への権限委譲を促進することで意思決定の迅速化を図るため、

執行役員制度を採用しております。 

 ⑤ 当社グループにおける業務の適性を確保するための体制（グループ管理体制） 

（イ） 上記①から④に関する体制については、各委員会のメンバーに当社子会社を加える、各規程は当社子会社に

も準用する、など原則として当社子会社も含めた体制としております。 

（ロ） 当社が当社子会社に対する管理を適正に行うため「関係会社管理規程」を制定しております。 

 ⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項（監査役スタッ

フ体制） 

（イ） 監査役の職務を補助するため、専任のスタッフを必要な員数配置しております。 

（ロ） 当該スタッフの人事評価は常勤監査役が行うこととし、人事異動については常勤監査役の同意を要するもの

としております。 

 ⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制（監査役への報告体制）

（イ） 取締役及び執行役員は、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実を発見したとき、その他経営に重大な

影響を及ぼす事実が発生したときは、直ちに監査役にこれを報告することとしております。なお、緊急を要

する場合は、従業員が直接監査役に報告することとしております。 

（ロ） 役職員が監査役に報告すべき事項、時期、方法等を定めた「監査役報告規程」を制定し、監査に必要、か

つ、適切な情報を適時に報告することとしております。 

 ⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（イ） 監査役、会計監査人、内部監査部門は緊密な連絡を保ち、効率的な監査を実施することとしております。 

（ロ） 常勤監査役は取締役会のほか経営会議、テーマパーク会議その他重要な会議又は委員会に出席して意見を述

べることができることとしております。 

(4) 役員報酬・監査報酬の内容 

 （注）１．取締役に対する使用人兼務取締役の使用人分給与は、支払っておりません。 

２．当社は、役員賞与を廃止しており、取締役の支給額には役員賞与は含まれておりません。 

(5) 監査法人 

 当社は、あずさ監査法人による証券取引法第193条の２の規定に基づく財務諸表の監査を受けております。あずさ

監査法人の指定社員業務執行社員は、公認会計士 亀岡義一、金子寛人の各氏であり、その他会計監査業務に携わる

会計士及び補助者は７名であります。 

  役員報酬：     監査報酬：   

  取締役に支払った報酬 379百万円   公認会計士法第２条第１項に規定す

る業務に基づく報酬 

 

36百万円 

  （うち社外取締役に支払った報酬 8百万円）   上記以外の報酬 10百万円 

  監査役に支払った報酬 60百万円   計 46百万円 

  （うち社外監査役に支払った報酬 34百万円）      

  計 439百万円      



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、第46期事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

47期事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）

及び第46期事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）並びに当連結会計年度（自平成18年４月１日 至

平成19年３月31日）及び第47期事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日）の連結財務諸表及び財務諸表

について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ．流動資産              

１．現金及び預金     47,833     25,393  

２．受取手形及び売掛金 ※７   12,356     12,210  

３．有価証券     40,788     44,472  

４．たな卸資産     9,036     8,965  

５．繰延税金資産     4,901     6,314  

６．その他     20,145     6,369  

７．貸倒引当金     △0     △0  

流動資産合計     135,061 18.8   103,725 14.8 

Ⅱ．固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物及び構築物 ※１ 500,847     517,085    

減価償却累計額   △175,662 325,184   △189,430 327,654  

(2）機械装置及び運搬具   199,160     209,394    

減価償却累計額   △136,281 62,878   △146,700 62,693  

(3）土地 ※１   94,384     93,301  

(4）建設仮勘定     18,872     26,823  

(5）その他   62,554     65,185    

減価償却累計額   △44,938 17,615   △49,441 15,743  

有形固定資産合計     518,936 72.2   526,216 75.2 

２．無形固定資産              

(1）営業権     190     －  

(2）連結調整勘定     2,091     －  

(3）のれん     －     2,103  

(4）その他     10,890     11,634  

無形固定資産合計     13,172 1.8   13,738 2.0 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※2、3   38,976     44,164  

(2）長期貸付金     16     41  

(3）繰延税金資産     444     252  

(4）その他     12,424     11,824  

(5）貸倒引当金     △183     △190  

投資その他の資産合計     51,677 7.2   56,092 8.0 

固定資産合計     583,786 81.2   596,047 85.2 

Ⅲ．繰延資産              

１．社債発行差金     18     －  

繰延資産合計     18 0.0   － － 

資産合計     718,865 100.0   699,772 100.0 

               

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ．流動負債              

１．支払手形及び買掛金     14,715     15,367  

２．一年以内に償還する社
債 

    30,000     －  

３．未払法人税等     7,084     10,051  

４．その他 ※1、2   45,033     48,100  

流動負債合計     96,833 13.5   73,520 10.5 

Ⅱ．固定負債              

１．社債     170,000     169,984  

２．長期借入金     50,000     50,000  

３．繰延税金負債     2,826     650  

４．退職給付引当金     2,307     2,396  

５．その他 ※１   20,952     18,219  

固定負債合計     246,086 34.2   241,251 34.5 

負債合計     342,919 47.7   314,771 45.0 

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     113 0.0   － － 

               

（資本の部）              

Ⅰ．資本金 ※５   63,201 8.8   － － 

Ⅱ．資本剰余金     111,403 15.5   － － 

Ⅲ．利益剰余金     222,439 30.9   － － 

Ⅳ．その他有価証券評価差額
金 

    9,052 1.3   － － 

Ⅴ．自己株式 ※６   △30,263 △4.2   － － 

資本合計     375,832 52.3   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    718,865 100.0   － － 

               

（純資産の部）              

Ⅰ．株主資本              

１．資本金     － －   63,201 9.0

２．資本剰余金     － －   111,403 15.9

３．利益剰余金     － －   233,932 33.5

４．自己株式     － －   △30,265 △4.3

  株主資本合計     － －   378,270 54.1

Ⅱ．評価・換算差額等              

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   6,348 0.9

２．繰延ヘッジ損益     － －   240 0.0

  評価・換算差額等合計     － －   6,588 0.9

Ⅲ．少数株主持分     － －   141 0.0

純資産合計     － －   385,000 55.0

負債純資産合計     － －   699,772 100.0

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

Ⅰ．売上高     332,885 100.0   344,082 100.0 

Ⅱ．売上原価     269,680 81.0   276,855 80.5 

売上総利益     63,204 19.0   67,226 19.5 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 ※１   32,600 9.8   33,116 9.6 

営業利益     30,604 9.2   34,110 9.9 

Ⅳ．営業外収益              

１．受取利息   111     302    

２．受取配当金   118     188    

３．持分法による投資利益   79     －    

４．受取保険金・保険配当
金 

  331     373    

５．その他   699 1,341 0.4 576 1,441 0.4 

Ⅴ．営業外費用              

１．支払利息   3,784     4,301    

２．持分法による投資損失   －     1    

３．退職給付費用   635     394    

４．その他   839 5,259 1.6 666 5,364 1.5 

経常利益     26,686 8.0   30,187 8.8 

Ⅵ．特別利益              

１．固定資産売却益 － － － 181 181 0.0 

Ⅶ．特別損失              

１．投資有価証券評価損   85     769     

２．退職給付費用   153     －     

３．事業再編損失 ※２ － 238 0.1 735 1,505 0.4 

税金等調整前当期純利益     26,447 7.9   28,863 8.4

法人税、住民税及び事業税   10,822     14,284     

法人税等調整額   △85 10,737 3.2 △1,738 12,545 3.7 

少数株主利益     6 0.0   8 0.0 

当期純利益     15,703 4.7   16,309 4.7 

               



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ．資本剰余金期首残高     111,403

Ⅱ．資本剰余金期末残高     111,403 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ．利益剰余金期首残高     210,725

Ⅱ．利益剰余金増加高      

１．当期純利益   15,703 15,703 

Ⅲ．利益剰余金減少高      

１．配当金   3,904  

２．役員賞与   85  

（うち監査役賞与）   (6) 3,989 

Ⅳ．利益剰余金期末残高     222,439 

     



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注１）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目（△2,378百万円）を含んでおります。 

 （注２）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高    
（百万円） 

63,201 111,403 222,439  △30,263 366,780 

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当（注１）     △4,756   △4,756 

役員賞与（注２）     △60   △60 

当期純利益     16,309   16,309 

自己株式の取得       △2 △2 

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 11,493 △2 11,490 

平成19年３月31日 残高      
（百万円） 

63,201 111,403 233,932 △30,265 378,270 

  評価・換算差額等 

少数株主 
持分 

純資産合計
 

その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・ 
換算差額等 

合計 

平成18年３月31日 残高       
（百万円） 

9,052 － 9,052 113 375,946

連結会計年度中の変動額         

剰余金の配当（注１）         △4,756

役員賞与（注２）         △60

当期純利益         16,309

自己株式の取得         △2

株主資本以外の項目の連結会計年
度中の変動額（純額） 

△2,704 240 △2,464 27 △2,436

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△2,704 240 △2,464 27 9,054

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

6,348 240 6,588 141 385,000



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー      

１．税金等調整前当期純利益   26,447 28,863 

２．減価償却費   43,373 42,950 

３．連結調整勘定償却額   130 － 

４. のれん償却額   － 178 

５．引当金の増減額   △303 246 

６．受取利息及び受取配当金   △230 △490 

７．支払利息   3,784 4,301 

８．為替差損益   △13 △2 

９．投資有価証券評価損   85 769 

10．固定資産売却益   － △181 

11．持分法による投資損益   △79 1 

12．売上債権の増減額   △1,256 △857 

13．たな卸資産の増減額   △937 71 

14．仕入債務の増減額   △94 1,349 

15．消費税等の増減額   392 637 

16．その他   2,876 4,241 

小計   74,175 82,079 

17．利息及び配当金の受取額   225 448 

18．利息の支払額   △3,898 △4,359 

19．法人税等の支払額   △11,331 △11,664 

営業活動によるキャッシュ・フロー   59,169 66,503 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー      

１．定期預金の預入による支出   － △1,000 

２．有価証券の取得による支出   △20,695 △34,869 

３．有価証券の償還による収入   8,549 30,190 

４．有形固定資産の取得による支出   △33,571 △50,842 

５．有形固定資産の売却による収入   － 1,797 

６．投資有価証券の取得による支出   △10,614 △10,488 

７．投資有価証券の売却による収入   561 － 

８．投資有価証券の償還による収入   3,032 － 

９．貸付けによる支出   △2 △32 

10．貸付金の回収による収入   4 8 

11．繰延資産の取得による支出   △50 － 

12．譲渡性預金の取得による支出   △5,000 △7,000 

13．譲渡性預金の満期に伴う資金増   － 9,000 

14．営業の譲受けによる支出 ※２ △835 － 

15．その他   △4,966 △4,683 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △63,587 △67,919 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー      

１．長期借入れによる収入   31,000 － 

２．長期借入金の返済による支出   △5,200 － 

３．社債の発行による収入   49,805 － 

４．社債の償還による支出   △10,000 △30,000 

５．配当金の支払額   △3,887 △4,732 

６．自己株式の取得による支出   △30,251 △2 

７．その他   △1,306 △1,303 

財務活動によるキャッシュ・フロー   30,158 △36,038 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額   10 4 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額   25,751 △37,450 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高   58,577 84,328 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 84,328 46,878 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 19社 

主要な連結子会社名は、「第１ 企業の

概況４．関係会社の状況」に記載してい

るため省略いたしました。 

なお、㈱Ｍテックについては、当連結会

計年度において新たに設立したことによ

り、また有限責任事業組合あかね空につ

いては、当連結会計年度において新たに

出資したことにより、当連結会計年度よ

り連結子会社に含めております。 

連結子会社の数 20社 

主要な連結子会社名は、「第１ 企業の

概況４．関係会社の状況」に記載してい

るため省略いたしました。 

なお、㈱かながわＧＡパートナーズにつ

いては、当連結会計年度において新たに

設立したことにより、当連結会計年度よ

り連結子会社に含めております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数 ４社 

主要な会社等の名称 

東京ベイシティ交通㈱ 

(1）持分法適用の関連会社数 ５社 

主要な会社等の名称 

東京ベイシティ交通㈱ 

なお、㈱スマイルズについては、

当連結会計年度において新たに株

式を取得したことにより、当連結

会計年度より持分法適用の関連会

社に含めております。  

  (2）持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、

当該会社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。 

(2）持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、

当該会社の事業年度に係る財務諸表

を使用しております。 

  (3)     ────── (3）㈱スマイルズの株式取得に伴い発生

した投資消去差額の償却について

は、３年間で償却しております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち有限責任事業組合あか

ね空の決算日は１月31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっては、同決

算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、連結決算日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

          同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

（時価のあるもの） 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

（時価のあるもの） 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  （時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

（時価のないもの） 

同左 

  ②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左 

  ③たな卸資産 

商品（店舗商品） 

主に売価還元法による原価法 

③たな卸資産 

商品（店舗商品） 

同左 

  ────── 映画 

定率法による２年償却 

  その他のたな卸資産 

主に移動平均法による原価法 

その他のたな卸資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

  ①有形固定資産 

東京ディズニーランド他 

主に、定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採用

しております。 

①有形固定資産 

同左 

  東京ディズニーシー、東京ディズニ

ーシー・ホテルミラコスタ、イクス

ピアリ、ディズニーアンバサダーホ

テル、ディズニーリゾートライン 

 

  主に、定額法 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

 

  ②無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に 

よっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

また、営業権については、投資の効

果が及ぶ期間（５年）で均等償却し

ております。 

②無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に 

よっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

  

  ③長期前払費用 

均等償却 

なお、償却年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

③長期前払費用 

同左 

  ④繰延資産の処理方法 

開業費 

旧商法施行規則の規定に基づく５

年間均等償却 

社債発行費 

支出時に全額費用として処理 

社債発行差金 

社債の償還期間にわたって均等償

却 

④繰延資産の処理方法 

開業費 

   ────── 

  

社債発行費 

──────  

────── 

  

  開発費 

支出時に全額費用として処理 

開発費 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

会計基準変更時差異（4,573百万円）

については、15年による均等額を費

用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法により按

分した額を発生した連結会計年度か

ら費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（主と

して15年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

会計基準変更時差異（4,573百万円）

については、15年による均等額を費

用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（主として15年）による定額法

により按分した額を発生した連結会

計年度から費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（主と

して15年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。 

  （追加情報） 

 当社は、平成17年７月１日付で従来

の適格退職年金制度から確定給付企

業年金法に基づく規約型企業年金制

度へ移行し、キャッシュバランスプ

ランを導入しております。また、年

金受給権者については閉鎖年金へ移

行したことにより、退職給付制度の

うち終了した部分に対応する未認識

差異（153百万円）を特別損失「退職

給付費用」に計上しております。 

     ────── 

  

  ③役員退職慰労引当金 

当社は、役員の退職慰労金支給に充

てるため、内規に基づく要支給額を

計上しておりましたが、平成17年６

月29日開催の定時株主総会において

役員退職慰労金制度の廃止を決議

し、これに伴い役員退職慰労金に係

る内規を廃止いたしました。 

上記決議に基づき、当連結会計年度 

において役員退職慰労引当金を全額

取崩し、打ち切り支給額の未払分416

百万円については固定負債「その

他」に含めて表示しております。 

③    ────── 

  

  (4）連結財務諸表の作成の基礎となった

連結会社の財務諸表の作成に当たっ

て採用した重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算の基準 

(4）連結財務諸表の作成の基礎となった

連結会社の財務諸表の作成に当たっ

て採用した重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算の基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

（通貨スワップ取引） 

繰延ヘッジ処理（振当処理）によっ

ております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

（通貨スワップ取引） 

同左 

  （金利スワップ取引） 

繰延ヘッジ処理を採用しており、金

利スワップの特例処理の要件を充た

している場合は特例処理によってお

ります。 

（金利スワップ取引） 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

通貨関連：通貨スワップ取引 

金利関連：金利スワップ取引 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

通貨関連：外貨建取引 

金利関連：社債 

ヘッジ対象 

同左 

  ③ヘッジ方針 

リスク管理方針に基づき、為替変動

リスクを回避すること及び金利変動

リスクを低減することを目的として

おり、投機的な取引は行わない方針

であります。 

③ヘッジ方針 

同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

（通貨スワップ取引） 

為替相場の変動によるキャッシュ・

フロー変動を完全に相殺するものと

想定されるため、ヘッジの有効性の

判定は省略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

（通貨スワップ取引） 

同左 

  （金利スワップ取引） 

取引開始時にシミュレーション計算

を行い、その有効性について承認を

受けており、決算期ごと（中間期を

含む）に、個別の取引毎にヘッジ対

象の相場変動の累計とヘッジ手段の

相場変動の累計とを比較し、その変

動額の比率によって有効性を判定し

ております。また、金利スワップの

特例処理によっている取引について

は、ヘッジの有効性の判定は省略し

ております。 

（金利スワップ取引） 

同左 

  ⑤その他 

リスク管理方針に基づき、取引実施

部署において厳正な管理を行い、内

部牽制機能が有効に作用する体制を

とっております。 

⑤その他 

同左 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

①消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、20年間

で均等償却しております。 

     ────── 

７．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

     ────── のれんの償却については、主として20年

間で均等償却しております。 

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について、連結会計年度中に確定した

利益処分に基づいております。 

     ────── 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 

          ────── 

  

──────  

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は384,618百万

円であります。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。 

          ────── 

  

 （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」（実務対応報告第19号 平成18年８月11日）

を適用しております。 

これにより、従来の方法によった場合に比べ、営業利益

が151百万円減少しております。 

また、前連結会計年度において繰延資産に含めておりま

した社債発行差金は、当連結会計年度より社債から控除

して表示しております。 

なお、当連結会計年度において、社債から控除した金額

は15百万円であります。  



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

           ──────  （連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と表

示しております。 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「退職給付費用」は、当連結会計

年度において営業外費用の総額の100分の10を超えたた

め、区分掲記することといたしました。 

なお、前連結会計年度における営業外費用の「その他」

に含まれている「退職給付費用」は、625百万円でありま

す。 

           ────── 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度において財務活動によるキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しておりました「自己株

式の取得による支出」は、当連結会計年度において区分

掲記することといたしました。 

なお、前連結会計年度における財務活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含まれている「自己株式の取

得による支出」は、3百万円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれん

償却額」と表示しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度末 
（平成19年３月31日現在） 

※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 ※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

    科目名称   帳簿価額 

      百万円

担保資産 建物及び構築物   42,343

  土地   4,421

  合計   46,764

上記に対応

する債務 

流動負債「その他」   1,298

固定負債「その他」   15,583

  合計   16,881

    科目名称   帳簿価額 

      百万円

担保資産 建物及び構築物   40,195

  土地   2,654

  合計   42,850

上記に対応

する債務 

流動負債「その他」   1,298

固定負債「その他」   14,284

  合計   15,583

※２ 前払式証票の規制等に関する法律に基づき693百万

円（対応する債務、流動負債「その他」476百万

円）、宅地建物取引業法に基づき24百万円、旅行業

法に基づき10百万円、投資有価証券を供託しており

ます。 

※２ 前払式証票の規制等に関する法律に基づき696百万

円（対応する債務、流動負債「その他」447百万

円）、宅地建物取引業法に基づき24百万円、旅行業

法に基づき10百万円、投資有価証券を供託しており

ます。 

※３ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※３ 関連会社に対するものは次のとおりであります。 

  投資有価証券（株式） 1,597百万円   投資有価証券（株式） 1,819百万円 

 ４          ────── ４ 債務保証 

   
 

関係会社の金融機関への借入れに対して債務保証を

行っております。 

      ㈱スマイルズ 15百万円 

※５ 当社の発行済株式総数 ※５          ────── 

  普通株式 100,122,540株    

※６ 当社の保有する自己株式数 ※６          ────── 

  普通株式 5,001,951株    

※７           ────── ※７ 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会

計年度末残高に含まれています。 

 受取手形    2百万円 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 「販売費及び一般管理費」の主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 「販売費及び一般管理費」の主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

    百万円

給料・手当 6,787 

賞与 1,844 

役員退職慰労引当金繰入額 9 

福利厚生・独身寮維持費 2,311 

保険・賃借料 3,507 

業務委託費 3,962 

減価償却費 1,899 

    百万円

給料・手当 6,721 

賞与 2,694 

福利厚生・独身寮維持費 2,517 

保険・賃借料 3,133 

業務委託費 4,508 

減価償却費 1,651 

※２          ────── ※２ 「事業再編損失」はリテイル事業の再編に伴うもの

で、主要な内容及び金額は次のとおりであります。 

        百万円

商品倉庫整理関連費用 307 

固定資産除却損 204 

事務所整理関連費用 69 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 100,122 － － 100,122 

合計 100,122 － － 100,122 

自己株式        

普通株式（注） 5,001 0 － 5,002 

合計 5,001 0 － 5,002 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 2,378 25.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

平成18年11月13日 

取締役会 
普通株式 2,378 25.00 平成18年９月30日 平成18年12月５日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 2,853 利益剰余金 30.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  (平成18年３月31日現在)

百万円

現金及び預金勘定 47,833 

有価証券勘定 40,788 

流動資産「その他」勘定 20,145 

  計 108,767 

運用期間が３ヶ月を超える有価証券 △14,293 

譲渡性預金 △5,000 

金銭信託 △1,500 

前払費用 △943 

その他 △2,702 

現金及び現金同等物 84,328 

  (平成19年３月31日現在)

百万円

現金及び預金勘定 25,393 

有価証券勘定 44,472 

流動資産「その他」勘定 6,369 

  計 76,235 

運用期間が３ヶ月を超える有価証券 △18,987 

譲渡性預金 △3,000 

金銭信託 △1,500 

定期預金 △1,000 

その他 △4,869 

現金及び現金同等物 46,878 

※２ 営業の譲受けにより増加した資産の主な内容 ※２                 ────── 

  百万円

有形固定資産 591 

営業権 237 

その他無形固定資産 5 

   資産合計 835 

営業の譲受けによる支出 835 

   



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

783 495 287 

有形固定資産
「その他」 

768 402 365 

無形固定資産
「その他」 

32 9 23 

合計 1,584 907 676 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

786 500 285 

有形固定資産
「その他」 

693 445 248 

無形固定資産
「その他」 

57 22 35 

合計 1,537 968 569 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）        同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 263百万円 

 １年超 413百万円 

 合計 676百万円 

 １年内 245百万円 

 １年超 323百万円 

 合計 569百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）        同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 291百万円 

減価償却費相当額 291百万円 

支払リース料 273百万円 

減価償却費相当額 273百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同左 

２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料    

 １年内 22百万円 

 １年超 176百万円 

 合計 198百万円 

２．オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料    

 １年内 22百万円 

 １年超 154百万円 

 合計 176百万円 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

 （減損損失について） 

           同左 



（有価証券関係） 

（前連結会計年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日現在） 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日現在） 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成18年３月31日現在） 

  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1）株式 10,823 26,166 15,343 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 7,499 7,499 0 

その他 － － － 

(3）その他 3,406 3,406 0 

小計 21,728 37,072 15,344 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1）株式 382 248 △134 

(2）債券      

国債・地方債等 732 728 △3 

社債 32,594 32,589 △4 

その他 300 300 △0 

(3）その他 － － － 

小計 34,009 33,867 △142 

合計 55,737 70,940 15,202 

 
     

（単位：百万円）

売却額 
 

売却益の合計額 
 

売却損の合計額 

0   －   1 

その他有価証券    

非上場株式 4,227百万円

優先出資証券 3,000百万円

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1）債券        

国債・地方債等 － 728 － － 

社債 40,088 － － － 

その他 300 － － － 

(2）その他 400 － － 6,006 

合計 40,788 728 － 6,006 



（当連結会計年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在） 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日現在） 

３．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成19年３月31日現在） 

  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1）株式 10,817 21,518 10,700 

(2）債券      

国債・地方債等 － － － 

社債 6,498 6,504 6 

その他 － － － 

(3）その他 4,006 4,016 10 

小計 21,321 32,038 10,716 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1）株式 890 864 △26 

(2）債券      

国債・地方債等 733 732 △1 

社債 45,480 45,464 △15 

その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 47,104 47,061 △43 

合計 68,426 79,100 10,673 

その他有価証券    

非上場株式 3,717百万円

優先出資証券 3,000百万円

社債 999百万円

 
１年以内 
（百万円） 

１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

(1）債券        

国債・地方債等 － 732 － － 

社債 44,472 8,496 － － 

その他 － － － － 

(2）その他 － － － 7,016 

合計 44,472 9,228 － 7,016 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）取引の内容、利用目的 

当社グループは、外貨建取引に係る為替変動リスク

を回避する目的で通貨スワップ取引を利用しており

ます。 

また、資金調達における金利変動リスクを低減する

目的で金利スワップ取引を利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を 

行っております。 

(1）取引の内容、利用目的 

同左 

①ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

通貨関連：通貨スワップ取引 

金利関連：金利スワップ取引 

①ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

通貨関連：外貨建取引 

金利関連：社債 

ヘッジ対象 

同左 

②ヘッジ有効性の評価の方法 

通貨スワップ取引に関しては、為替相場の変動に

よるキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するも

のと想定されるため、ヘッジの有効性の判定は省

略しております。 

金利スワップ取引に関しては、取引開始時にシ 

ミュレーション計算を行い、その有効性について

承認を受けており、決算期ごと（中間期を含む）

に、個別の取引毎にヘッジ対象の相場変動の累計

とヘッジ手段の相場変動の累計とを比較し、その

変動額の比率によって有効性を判定しておりま

す。また、金利スワップの特例処理によっている

取引については、ヘッジの有効性の判定は省略し

ております。 

②ヘッジ有効性の評価の方法 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

当社グループは、将来予想される外貨需要の範囲内

で通貨スワップ取引に、また、社債残高の範囲内で

金利スワップ取引に取り組んでおり、投機的な取引

は行わない方針です。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

 



２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

 デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しており、該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

 デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しており、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりまし

たが、当社は、平成17年７月１日付で従来の適格退職年金制度から確定給付企業年金法に基づく規約型企業

年金制度へ移行し、キャッシュバランスプランを導入いたしました。また、年金受給権者については閉鎖年

金へ移行しております。 

また、従業員の自己都合による退職を支援する目的で支払う割増退職金もあります。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しておりますが、一部の子会社については原則法を

採用しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）取引に係るリスクの内容 

当社グループが利用している通貨スワップ取引は、

為替相場の変動によるリスクを有しており、金利ス

ワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有し

ております。 

なお、取引の契約先は国際的に優良な金融機関に限

定しており、契約不履行に係る信用リスクはほとん

どないと判断しております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

同左 

(4）取引に係るリスク管理体制 

当社グループでは、リスク管理のための事務取扱手

続を制定し、取引実施部署において厳正な管理を行

い、内部牽制機能が有効に作用する体制をとってお

ります。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

同左 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在）
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在）

イ．退職給付債務（百万円） △21,040 △22,192 

ロ．年金資産（百万円） 15,529 16,889 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）（百万円） △5,511 △5,303 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額（百万円） 2,744 2,439 

ホ．未認識数理計算上の差異（百万円） 325 261 

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） 262 393 

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）(百万円) △2,179 △2,209 

チ．前払年金費用（百万円） 127 187 

リ．退職給付引当金（ト－チ）（百万円） △2,307 △2,396 



３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

イ．勤務費用（百万円） 1,296 1,340 

ロ．利息費用（百万円） 395 406 

ハ．期待運用収益（百万円） △423 △448 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額（百万円） 307 304 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 86 50 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額（百万円） 13 27 

ト．臨時に支払った割増退職金（百万円） 635 394 

チ．閉鎖年金移行に伴う費用（百万円） 153 － 

リ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト＋チ） 

（百万円） 
2,464 2,076 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

ロ．割引率（％）  主として2.0 主として2.0 

ハ．期待運用収益率（％）  3.0 3.0 

ニ．過去勤務債務の額の処理年数（年）  15 

（発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による

定額法により按分した額を発生

した連結会計年度から費用処理

しております。） 

 主として15 

（発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による

定額法により按分した額を発生

した連結会計年度から費用処理

しております。） 

ホ．数理計算上の差異の処理年数（年）  主として15 

（各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理しております。） 

 主として15 

（各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処

理しております。） 

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数（年） 15  15 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

百万円 百万円 

繰延税金資産  

連結子会社の繰越欠損金 3,343

チケット前受金益金算入 2,581

投資有価証券評価損否認 2,093

未払賞与否認 1,407

退職給付引当金損金算入限度超過額 929

未払事業税否認 630

その他 1,066

繰延税金資産小計 12,052

評価性引当額 △3,381

繰延税金資産合計 8,670

繰延税金負債  

その他有価証券時価評価に伴う評価

差額 
△6,150

繰延税金資産の純額 2,519

繰延税金資産  

連結子会社の繰越欠損金 3,820

チケット前受金益金算入 2,574

未払賞与否認 2,383

投資有価証券評価損否認 2,364

退職給付引当金損金算入限度超過額 966

未払事業税否認 804

その他 1,376

繰延税金資産小計 14,291

評価性引当額 △3,881

繰延税金資産合計 10,410

繰延税金負債  

その他有価証券時価評価に伴う評価

差額 
△4,327

その他 △165

繰延税金負債小計 △4,492

繰延税金資産の純額 5,917

２．        ────── ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  ％

法定実効税率 40.4 

（調整）  

連結子会社の繰越欠損金未認識純額 2.4 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
0.5 

その他 0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5 

    



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

製品の種類・性質及び販売市場の類似性などを考慮し、テーマパーク事業、複合型商業施設事業、リテイル

事業及びその他の事業の４事業に区分しております。 

２．各事業区分の主な事業内容 

(1）テーマパーク事業  ： テーマパーク及び東京ディズニーシー・ホテルミラコスタの経営・運営 

(2）複合型商業施設事業 ： イクスピアリ及びディズニーアンバサダーホテルの経営・運営 

(3）リテイル事業    ： ディズニーストアの経営・運営 

(4）その他の事業    ： パーム＆ファウンテンテラスホテルの経営・運営、モノレールの経営・運営、グ

ループ内従業員食堂の運営、テーマレストランの経営・運営ほか 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、98,910百万円であり、その主なものは、親会

社の余資運用資金（現金及び預金、有価証券）及び長期投資資金（投資有価証券）等であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額が含まれております。 

  

テーマ 

パーク事業 

（百万円） 

複合型商業

施設事業 

（百万円） 

リテイル 

事業 

（百万円） 

その他の 

事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又 

は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益              

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 276,281 22,765 21,466 12,372 332,885 － 332,885 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
764 831 569 25,686 27,851 (27,851) － 

計 277,045 23,596 22,035 38,059 360,736 (27,851) 332,885 

営業費用 250,751 21,606 21,105 36,885 330,349 (28,068) 302,280 

営業利益 26,294 1,989 930 1,173 30,387 217 30,604 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
             

資産 504,772 56,353 10,714 52,602 624,442 94,423 718,865 

減価償却費 37,375 3,040 613 2,437 43,466 (92) 43,373 

資本的支出 39,169 1,513 589 1,988 43,260 (131) 43,129 



当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

製品の種類・性質及び販売市場の類似性などを考慮し、テーマパーク事業、複合型商業施設事業、リテイル

事業及びその他の事業の４事業に区分しております。 

２．各事業区分の主な事業内容 

(1）テーマパーク事業  ： テーマパーク及び東京ディズニーシー・ホテルミラコスタの経営・運営 

(2）複合型商業施設事業 ： イクスピアリ及びディズニーアンバサダーホテルの経営・運営 

(3）リテイル事業    ： ディズニーストアの経営・運営 

(4）その他の事業    ： パーム＆ファウンテンテラスホテルの経営・運営、モノレールの経営・運営、グ

ループ内従業員食堂の運営、テーマレストランの経営・運営ほか 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、100,178百万円であり、その主なものは、親

会社の余資運用資金（現金及び預金、有価証券）及び長期投資資金（投資有価証券）等であります。 

５．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額が含まれております。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域への売上高がないため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域への売上高がないため該当事項はありません。 

  

テーマ 

パーク事業 

（百万円） 

複合型商業

施設事業 

（百万円） 

リテイル 

事業 

（百万円） 

その他の 

事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又 

は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益              

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 289,148 23,177 17,858 13,898 344,082 － 344,082 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 
778 748 768 27,033 29,328 (29,328) － 

計 289,927 23,925 18,626 40,931 373,411 (29,328) 344,082 

営業費用 258,430 22,889 19,646 38,608 339,574 (29,603) 309,971 

営業利益（△は営業損失） 31,496 1,036 △1,019 2,323 33,836 274 34,110 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
             

資産 475,734 54,872 10,085 64,377 605,069 94,702 699,772 

減価償却費 37,290 2,967 517 2,274 43,049 (99) 42,950 

資本的支出 40,342 1,055 437 13,075 54,911 (105) 54,806 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

関連当事者との取引の金額が僅少であるため、記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

関連当事者との取引の金額が僅少であるため、記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額      3,950円49銭

１株当たり当期純利益       162円73銭

１株当たり純資産額   4,046円03銭

１株当たり当期純利益       171円46銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載して

おりません。 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 15,703 16,309 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 60 － 

（うち利益処分による役員賞与） 

（百万円） 
(60) － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 15,643 16,309 

普通株式の期中平均株式数（千株） 96,134 95,120 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── 当社は、平成19年５月８日開催の取締役会において、自

己株式を消却することを決議いたしました。 

(1）消却する株式の種類 普通株式 

(2）消却する株式の数 5,000,000株 

   （消却前の発行済株式総数に対する割合 4.99％） 

(3）消却予定日 平成19年６月29日 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．（  ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

２．連結決算日後５年以内における償還予定額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、期末借入金等残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年以内におけ

る１年ごとの返済予定額は以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

利率（％） 担保 償還期限 

㈱オリエンタルランド 第１回無担保社債 
平成10年 

４月15日 
100,000 100,000 2.60 無担保社債 

平成20年 

４月15日 

㈱オリエンタルランド 第２回無担保社債 
平成11年 

６月１日 

30,000 

(30,000) 

－ 

(－) 
1.35 無担保社債 

平成18年 

６月１日 

㈱オリエンタルランド 第６回無担保社債 
平成16年 

５月７日 
20,000 19,999 0.73 無担保社債 

平成21年 

５月７日 

㈱オリエンタルランド 第７回無担保社債 
平成18年 

３月23日 
30,000 29,991 1.86 無担保社債 

平成28年 

３月23日 

㈱オリエンタルランド 第８回無担保社債 
平成18年 

３月23日 
20,000 19,993 1.29 無担保社債 

平成23年 

３月23日 

合計 － － 
200,000 

(30,000) 

169,984 

(－) 
－ － － 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

－ 100,000 20,000 20,000 － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

長期借入金 

（１年以内に返済予定のものを除く。） 
50,000 50,000 0.92 

平成22年３月31日 

～ 

平成24年３月30日 

その他の有利子負債        

建物延払条件付譲渡契約による長期未払金 

（１年以内返済） 
1,298 1,298 2.15 － 

建物延払条件付譲渡契約による長期未払金 

（１年超） 
15,583 14,284 2.15 平成31年３月17日 

その他長期未払金（１年以内返済） 5 5 4.18 － 

その他長期未払金（１年超） 57 52 4.18 平成30年１月４日 

合計 66,944 65,640 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 － 10,800 34,000 5,200 

その他の有利子負債 1,303 1,303 1,303 1,303 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
第46期 

（平成18年３月31日現在） 
第47期 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ．流動資産              

１．現金及び預金     46,351     23,649  

２．売掛金     9,701     10,203  

３．有価証券     40,788     44,472  

４．商品     3,359     2,991  

５．原材料     476     497  

６．貯蔵品     2,097     2,215  

７．前払費用     721     813  

８．繰延税金資産     4,272     5,353  

９．短期貸付金     15,968     205  

10．その他の流動資産     3,553     3,637  

流動資産合計     127,290 17.8   94,040 13.5 

Ⅱ．固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物 ※１ 316,522     329,751    

減価償却累計額   △107,991 208,531   △115,273 214,477  

(2）構築物   143,359     146,021    

減価償却累計額   △61,427 81,932   △66,479 79,542  

(3）機械及び装置   176,684     185,221    

減価償却累計額   △121,876 54,808   △131,845 53,375  

(4）船舶   4,533     6,371    

減価償却累計額   △3,287 1,246   △3,010 3,360  

(5）車両運搬具   5,922     5,773    

減価償却累計額   △4,346 1,576   △4,220 1,553  

(6）工具・器具及び備品   56,084     58,599    

減価償却累計額   △40,688 15,396   △44,785 13,813  

(7）土地 ※１   94,714     93,631  

(8）建設仮勘定     18,755     25,332  

有形固定資産合計     476,959 66.7   485,087 69.8 

２．無形固定資産              

(1）営業権     190     －  

(2）のれん     －     142  

(3）商標権     2     1  

(4）ソフトウェア     4,465     5,783  

(5）水道施設利用権     4,763     4,306  

(6）その他の無形固定資
産 

    827     758  

無形固定資産合計     10,249 1.4   10,992 1.6 

 



   
第46期 

（平成18年３月31日現在） 
第47期 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券 ※２   27,121     32,301  

(2）関係会社株式     20,158     19,338  

(3）出資金     842     835  

(4）従業員長期貸付金     16     9  

(5）関係会社長期貸付金     43,661     44,991  

(6）長期前払費用     5,164     4,567  

(7）その他の投資     4,327     4,438  

(8）貸倒引当金     △179     △1,683  

投資その他の資産合計     101,110 14.1   104,798 15.1 

固定資産合計     588,320 82.2   600,878 86.5 

Ⅲ．繰延資産              

１．社債発行差金     18     －  

繰延資産合計     18 0.0   － － 

資産合計     715,629 100.0   694,918 100.0 

               

 



   
第46期 

（平成18年３月31日現在） 
第47期 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ．流動負債              

１．買掛金     12,520     13,341  

２．一年以内に償還する社
債 

    30,000     －  

３．未払金 ※１   15,659     16,100  

４．未払費用     7,520     9,622  

５．未払法人税等     5,583     8,306  

６．未払消費税等     1,152     1,984  

７．前受金 ※２   10,003     9,642  

８．預り金 ※５   11,247     11,719  

９．その他の流動負債     65     63  

流動負債合計     93,751 13.1   70,782 10.2 

Ⅱ．固定負債              

１．社債     170,000     169,984  

２．長期借入金     50,000     50,000  

３．長期未払金 ※１   15,999     14,700  

４．繰延税金負債     2,820     114  

５．退職給付引当金     1,838     1,816  

６．その他の固定負債     1,598     376  

固定負債合計     242,256 33.9   236,992 34.1 

負債合計     336,008 47.0   307,774 44.3 

               

（資本の部）              

Ⅰ．資本金 ※３   63,201 8.8   － － 

Ⅱ．資本剰余金              

１．資本準備金   111,403     －    

資本剰余金合計     111,403 15.6   － － 

Ⅲ．利益剰余金              

１．利益準備金   1,142     －    

２．任意積立金              

(1）別途積立金   206,200     －    

３．当期未処分利益   18,893     －    

利益剰余金合計     226,236 31.6   － － 

Ⅳ．その他有価証券評価差額
金 

    9,043 1.2   － － 

Ⅴ．自己株式 ※４   △30,263 △4.2   － － 

資本合計     379,620 53.0   － － 

負債・資本合計     715,629 100.0   － － 

               

 



   
第46期 

（平成18年３月31日現在） 
第47期 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

構成比
（％）

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ．株主資本               

１．資本金     － －   63,201 9.1 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     111,403     

資本剰余金合計      － －   111,403 16.1 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     1,142     

(2）その他利益剰余金               

別途積立金   －     217,700     

繰越利益剰余金   －     17,368     

利益剰余金合計      － －   236,210 34.0 

４．自己株式     － －   △30,265 △4.4 

株主資本合計      － －   380,549 54.8 

Ⅱ．評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   6,354 0.9 

２．繰延ヘッジ損益     － －   240 0.0 

評価・換算差額等合計      － －   6,594 0.9 

純資産合計      － －   387,144 55.7 

負債純資産合計      － －   694,918 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

Ⅰ．営業収益              

１．アトラクション・ショ
ー収入 

  121,731     128,253    

２．商品販売収入   89,359     93,377    

３．飲食販売収入   50,736     52,320    

４．その他の収入   10,211 272,039 100.0 10,576 284,528 100.0 

Ⅱ．営業費用              

１．売上原価              

(1）商品売上原価   41,915     43,901    

(2）飲食売上原価   21,367     21,988    

(3）人件費   43,562     44,544    

(4）その他の営業費   127,331 234,177 86.1 130,494 240,930 84.7 

売上総利益     37,862 13.9   43,598 15.3 

２．一般管理費 ※１   14,107 5.2   14,593 5.1 

営業利益     23,754 8.7   29,005 10.2 

Ⅲ．営業外収益 ※２            

１．受取利息   358     438    

２．有価証券利息   107     245    

３．受取配当金   4,985     1,423    

４．受取保険金・保険配当
金 

  317     365    

５．雑収入   624 6,393 2.4 506 2,979 1.0 

Ⅳ．営業外費用              

１．支払利息   653     751    

２．社債利息   3,135     3,585    

３．退職給付費用   635     394    

４．雑支出   773 5,197 1.9 577 5,308 1.8 

経常利益     24,950 9.2   26,675 9.4 

 



   
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額 
（百万円） 

百分比
（％）

金額 
（百万円） 

百分比 
（％） 

Ⅴ．特別利益              

１．固定資産売却益   － － － 181 181 0.0 

Ⅵ．特別損失              

１．投資有価証券評価損   85     669    

２．退職給付費用   153     －    

３．関係会社株式評価損   －     449    

４．貸倒引当金繰入額   － 238 0.1 1,496 2,616 0.9 

税引前当期純利益     24,711 9.1   24,240 8.5 

法人税、住民税及び事
業税 

  8,004     11,574     

法人税等調整額   27 8,031 3.0 △2,124 9,449 3.3 

当期純利益     16,680 6.1   14,790 5.2 

前期繰越利益     4,115     －  

中間配当額     1,902     －  

当期未処分利益     18,893     －  

               



売上原価明細書 

 （注）１．構成比は、売上原価合計額を100として算出しております。 

２．飲食売上原価は、実際総合原価計算によっております。 

   
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１．商品売上原価          

商品期首たな卸高   3,104   3,359  

当期商品仕入高   42,171   43,533  

小計   45,275   46,893  

商品期末たな卸高   3,359   2,991  

    41,915 17.9 43,901 18.2 

２．飲食売上原価          

材料費          

材料期首たな卸高   419   476  

当期材料仕入高   14,155   14,443  

小計   14,575   14,919  

材料期末たな卸高   476   497  

    14,098   14,422  

人件費          

給料・手当   4,778   4,796  

賞与   320   422  

その他   546   572  

    5,644   5,791  

経費          

水道光熱費   533   560  

減価償却費   432   457  

その他   657   756  

    1,623   1,774  

    21,367 9.1 21,988 9.1 

３．人件費          

給料・手当   34,439   34,106  

賞与   4,380   5,526  

その他   4,741   4,911  

    43,562 18.6 44,544 18.5 

４．その他の営業費          

営業資材費   10,976   10,873  

施設更新関連費   12,794   14,210  

エンターテイメント・
ショー製作費 

  14,487   13,008  

業務委託費   8,658   10,363  

販促活動費   8,523   8,410  

ロイヤルティー   18,467   19,492  

租税公課   5,275   4,902  

減価償却費   37,887   38,256  

その他   10,260   10,976  

    127,331 54.4 130,494 54.2 

合計   234,177 100.0 240,930 100.0 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

 （注）平成17年12月６日に1,902百万円（１株につき20円）の中間配当を実施しております。 

   
第46期 

（株主総会承認日 
 平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ．当期未処分利益     18,893 

Ⅱ．利益処分額      

１．配当金   2,378  

   
（1株につき 

  25円）
 

２．役員賞与金   60  

（うち監査役賞与金）   (5)  

３．任意積立金      

別途積立金   11,500 13,938 

Ⅲ．次期繰越利益     4,955 

     



株主資本等変動計算書 

第47期（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注１）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目（△2,378百万円）を含んでおります。 

 （注２）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 別途 

積立金 
繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
63,201 111,403 111,403 1,142 206,200 18,893 226,236 △30,263 370,576 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当（注１）           △4,756 △4,756   △4,756 

役員賞与（注２）           △60 △60   △60 

別途積立金の積立て（注２）         11,500 △11,500 －   － 

当期純利益           14,790 14,790   14,790 

自己株式の取得               △2 △2 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
                  

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
－ － － － 11,500 △1,525 9,974 △2 9,972 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
63,201 111,403 111,403 1,142 217,700 17,368 236,210 △30,265 380,549 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
9,043 － 9,043 379,620 

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注１）       △4,756 

役員賞与（注２）       △60 

別途積立金の積立て（注２）       － 

当期純利益       14,790 

自己株式の取得       △2 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
△2,689 240 △2,448 △2,448 

事業年度中の変動額合計 

（百万円） 
△2,689 240 △2,448 7,523 

平成19年３月31日 残高 

（百万円） 
6,354 240 6,594 387,144 



重要な会計方針 

項目 
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

（時価のあるもの） 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

(2）その他有価証券 

（時価のあるもの） 

決算期末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

  （時価のないもの） 

移動平均法による原価法 

（時価のないもの） 

同左 

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品 

（店舗商品）売価還元法による原価法 

（倉庫商品）移動平均法による原価法 

(2）原材料 移動平均法による原価法 

(3）貯蔵品 移動平均法による原価法 

(1）商品 

（店舗商品）   同左 

（倉庫商品）   同左 

(2）原材料    同左 

(3）貯蔵品    同左 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

東京ディズニーランド他 

(1）有形固定資産 

同左 

  定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く。）については、定額法を採用

しております。 

 

  東京ディズニーシー、東京ディズ 

ニーシー・ホテルミラコスタ、イク

スピアリ、ディズニーアンバサダー

ホテル 

 

  定額法 

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

 

  (2）無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に 

よっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

また、営業権については、投資の効

果が及ぶ期間（５年）で均等償却し

ております。 

(2）無形固定資産 

定額法 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に 

よっております。 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。 

  (3）長期前払費用 

均等償却 

なお、償却年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に 

よっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５．繰延資産の処理方法 (1）社債発行費 

支出時に全額費用として処理 

(2）社債発行差金 

社債の償還期間にわたって均等償却 

(3）開発費 

支出時に全額費用として処理 

(1）社債発行費 

──────  

(2）    ────── 

  

(3）開発費 

同左 

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

同左 

７．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

会計基準変更時差異（4,573百万円）

については、15年による均等額を費

用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法により按

分した額を発生した期から費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌期から費用処理してお

ります。 

(2）退職給付引当金 

同左 

  （追加情報） 

 平成17年７月１日付で従来の適格退

職年金制度から確定給付企業年金法

に基づく規約型企業年金制度へ移行

し、キャッシュバランスプランを導

入しております。また、年金受給権

者については閉鎖年金へ移行したこ

とにより、退職給付制度のうち終了

した部分に対応する未認識差異（153

百万円）を特別損失「退職給付費

用」に計上しております。 

     ────── 

  

 



項目 
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に充てるた

め、内規に基づく要支給額を計上し

ておりましたが、平成17年６月29日

開催の定時株主総会において役員退

職慰労金制度の廃止を決議し、これ

に伴い役員退職慰労金に係る内規を

廃止いたしました。 

上記決議に基づき、当期において役

員退職慰労引当金を全額取崩し、打

ち切り支給額の未払分416百万円につ

いては長期未払金に含めて表示して

おります。 

(3）    ────── 

  

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・ 

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

９．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

（通貨スワップ取引） 

繰延ヘッジ処理（振当処理）によっ

ております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

（通貨スワップ取引） 

同左 

  （金利スワップ取引） 

繰延ヘッジ処理を採用しており、金

利スワップの特例処理の要件を充た

している場合は、特例処理によって

おります。 

（金利スワップ取引） 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

通貨関連：通貨スワップ取引 

金利関連：金利スワップ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

  ヘッジ対象 

通貨関連：外貨建取引 

金利関連：社債 

ヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

リスク管理方針に基づき、為替変動

リスクを回避すること及び金利変動

リスクを低減することを目的として

おり、投機的な取引は行わない方針

であります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 

（通貨スワップ取引） 

為替相場の変動によるキャッシュ・

フロー変動を完全に相殺するものと

想定されるため、ヘッジの有効性の

判定は省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

（通貨スワップ取引） 

同左 

  （金利スワップ取引） 

取引開始時にシミュレーション計算

を行い、その有効性について承認を

受けており、決算期ごと（中間期を

含む）に、個別の取引毎にヘッジ対

象の相場変動の累計とヘッジ手段の

相場変動の累計とを比較し、その変

動額の比率によって有効性を判定し

ております。また、金利スワップの

特例処理によっている取引について

は、ヘッジの有効性の判定は省略し

ております。 

（金利スワップ取引） 

同左 

  (5）その他 

リスク管理方針に基づき、取引実施

部署において厳正な管理を行い、内

部牽制機能が有効に作用する体制を

とっております。 

(5）その他 

同左 

10．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当期より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

６号 平成15年10月31日）を適用しております。これに

よる損益に与える影響はありません。 

          ──────  

  

──────  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）  

当期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は386,903百万

円であります。 

なお、当期における貸借対照表の純資産の部について

は、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。 

──────  

  

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

当期より、「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第19号 平成18年８月11日）を適用し

ております。 

これにより、従来の方法によった場合に比べ、営業利益

が151百万円減少しております。 

また、前期において繰延資産に含めておりました社債発

行差金は、当期より社債から控除して表示しておりま

す。 

なお、当期において、社債から控除した金額は15百万円

であります。  

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表関係） 

前期において流動資産の「その他の流動資産」に含めて

表示しておりました「短期貸付金」は、当期において資

産の総額の100分の1を超えたため、区分掲記することと

いたしました。 

なお、前期における流動資産の「その他の流動資産」に

含まれている「短期貸付金」は、3,112百万円でありま

す。 

 （貸借対照表関係） 

前期において、「営業権」として掲記されていたもの

は、当期から「のれん」と表示しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第46期 
（平成18年３月31日現在） 

第47期 
（平成19年３月31日現在） 

※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 ※１ 担保に供している資産は次のとおりであります。 

  科目名称   帳簿価額

      百万円

担保資産 建物   42,343 

  土地   4,421 

  合計   46,764 

上記に対応

する債務 

未払金   1,298 

長期未払金   15,583 

  合計   16,881 

  科目名称   帳簿価額

      百万円

担保資産 建物   40,195 

  土地   2,654 

  合計   42,850 

上記に対応

する債務 

未払金   1,298 

長期未払金   14,284 

  合計   15,583 

※２ 前払式証票の規制等に関する法律に基づき693百万

円（対応する債務、前受金476百万円)、宅地建物

取引業法に基づき9百万円、旅行業法に基づき10百

万円、投資有価証券を供託しております。 

※２ 前払式証票の規制等に関する法律に基づき696百万

円（対応する債務、前受金447百万円)、宅地建物

取引業法に基づき9百万円、旅行業法に基づき10百

万円、投資有価証券を供託しております。 

※３ 会社が発行する株式総数並びに発行済株式総数 ※３        ────── 

会社が発行する株式総数    

普通株式 330,000,000株 

発行済株式総数    

普通株式 100,122,540株 

 

※４ 自己株式の保有数 ※４        ────── 

普通株式 5,001,951株  

※５ 関係会社に対する負債 ※５ 関係会社に対する負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

預り金 10,206百万円 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

預り金 10,770百万円 

 ６ 偶発債務  ６ 偶発債務 

連結子会社の取引先への仕入債務等に対して債務

保証を行っております。 

㈱アールシー・ジャパン 198百万円 

㈱Ｅプロダクションほか 24百万円 

関係会社の取引先への仕入債務等に対して債務保

証を行っております。 

㈱アールシー・ジャパン 176百万円 

㈱スマイルズほか 34百万円 

 ７ 配当制限  ７        ────── 

旧商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は9,043百

万円であります。 

 



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

第47期（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式増加0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 「一般管理費」の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 「一般管理費」の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

  百万円

役員報酬 385 

給料・手当 2,675 

賞与 1,076 

役員退職慰労引当金繰入額 9 

福利厚生・独身寮維持費 1,461 

研修・募集費 882 

保険・賃借料 250 

業務委託費 2,623 

減価償却費 1,191 

  百万円

役員報酬 439 

給料・手当 2,751 

賞与 1,535 

福利厚生・独身寮維持費 1,532 

研修・募集費 1,045 

保険・賃借料 256 

業務委託費 2,993 

減価償却費 958 

※２ 「営業外収益」に属する関係会社との取引額 ※２ 「営業外収益」に属する関係会社との取引額 

受取利息 355百万円 

受取配当金 4,874百万円 

雑収入 237百万円 

受取利息 386百万円 

受取配当金 1,303百万円 

雑収入 204百万円 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式（注） 5,001 0 ― 5,002 

合計 5,001 0 ― 5,002 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月

31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

車両運搬具 393 255 138 

合計 393 255 138 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

車両運搬具 372 240 132 

工具・器具及
び備品 

4 1 3 

合計 377 241 136 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）        同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 51百万円 

１年超 86百万円 

合計 138百万円 

１年内 51百万円 

１年超 85百万円 

合計 136百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）        同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 65百万円 

減価償却費相当額 65百万円 

支払リース料 60百万円 

減価償却費相当額 60百万円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。 

 （減損損失について） 

同左 



（税効果会計関係） 

第46期 
（平成18年３月31日現在） 

第47期 
（平成19年３月31日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

百万円 百万円 

繰延税金資産  

チケット前受金益金算入 2,581

投資有価証券評価損否認 2,093

未払賞与否認 1,006

退職給付引当金損金算入限度超過額 743

未払事業税否認 494

その他 677

繰延税金資産小計 7,596

繰延税金負債  

その他有価証券時価評価に伴う評価

差額 
△6,144

繰延税金資産の純額 1,452

繰延税金資産  

チケット前受金益金算入 2,574

投資有価証券評価損否認 2,546

未払賞与否認 1,801

退職給付引当金損金算入限度超過額 734

貸倒引当金損金算入限度超過額 681

未払事業税否認 661

その他 720

繰延税金資産小計 9,721

繰延税金負債  

その他有価証券時価評価に伴う評価

差額 
△4,317

その他 △165

繰延税金負債小計 △4,482

繰延税金資産の純額 5,239

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  ％

法定実効税率 40.4 

（調整）  

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目 

△7.9 

ＩＴ投資減税による税額控除 △0.5 

その他 0.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.5 

２．         ────── 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額      3,990円31銭

１株当たり当期純利益    172円89銭

１株当たり純資産額     4,070円05銭

１株当たり当期純利益       155円50銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、新株予約権付社債等潜在株式がないため、記載して

おりません。 

 
第46期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

当期純利益（百万円） 16,680 14,790 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 60 － 

（うち利益処分による役員賞与） 

（百万円） 
(60) － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 16,620 14,790 

普通株式の期中平均株式数（千株） 96,134 95,120 

第46期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第47期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── 当社は、平成19年５月８日開催の取締役会において、自

己株式を消却することを決議いたしました。 

(1）消却する株式の種類 普通株式 

(2）消却する株式の数 5,000,000株 

   （消却前の発行済株式総数に対する割合 4.99％） 

(3）消却予定日 平成19年６月29日 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

     

三井トラスト・ホールディングス㈱ 5,039,641 5,856 

㈱みずほフィナンシャルグループ 4,064 3,084 

㈱みずほフィナンシャルグループ 

第11回第11種優先株式 
3,000 3,000 

㈱千葉銀行 929,000 966 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 762 815 

住友信託銀行㈱ 529,500 650 

㈱京葉銀行 516,000 394 

キッコーマン㈱ 170,000 256 

日本物産㈱ 95,000 176 

㈱千葉興業銀行 97,300 159 

その他15銘柄 1,268,853 711 

小計 8,653,120 16,072 

計 8,653,120 16,072 



【債券】 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他有

価証券 

（ＣＰ）    

新日本製鉄 3,000 2,999 

住友重機械工業 3,000 2,999 

みずほ証券 3,000 2,999 

日産フィナンシャルサービス 3,000 2,998 

富士ゼロックス 3,000 2,998 

大和証券ＳＭＢＣ 3,000 2,998 

住商リース 3,000 2,997 

クレディセゾン 3,000 2,997 

ＮＴＴファイナンス 3,000 2,997 

ＵＦＪニコス 3,000 2,995 

大同生命保険 2,000 1,999 

三菱電機 2,000 1,996 

クレセール・アセット・ファンディング 1,000 999 

新日本石油 1,000 998 

アクセントファンディング 500 499 

（ユーロ円ＭＴＮ）    

中部電力 2,000 1,999 

東芝キャピタルアジア 2,000 1,999 

東芝インターナショナルファイナンス 1,000 999 

伊藤忠ファイナンスヨーロッパ 1,000 999 

中部電力 1,000 999 

（社債）    

ＪＦＥスチール 第44回債 1,000 1,000 

小計 44,500 44,472 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（ユーロ円ＭＴＮ）    

オリックスＵＳＡ 3,000 3,006 

ダイヤモンドリース 3,000 2,994 

日立インターナショナルトレジャリイ 2,500 2,495 

（利付債）    

第29回利付国庫債券 700 696 

（国債）    

国債２銘柄 21 20 

小計 9,221 9,213 

計 53,721 53,686 



【その他】 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（証券投資信託受益証券）    

ディー・ダブリュー・エス・ 

インベストメント・エス・エー・ 

ドイチェ・マネープラス 

300,000 3,015 

フォルティス・リクイディティ・ 

プレミア・キャッシュ・ファンド 
100,000 1,000 

（優先出資証券）    

Mizuho Preferred Capital (Cayman) 1 

Limited Series B 
30 3,000 

小計 400,030 7,016 

計 400,030 7,016 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、現金が一部回収されたことによるものであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産              

建物 316,522 18,172 4,944 329,751 115,273 11,501 214,477 

構築物 143,359 3,158 496 146,021 66,479 5,390 79,542 

機械及び装置 176,684 12,654 4,117 185,221 131,845 13,377 53,375 

船舶 4,533 2,749 911 6,371 3,010 558 3,360 

車両運搬具 5,922 440 589 5,773 4,220 373 1,553 

工具・器具及び備品 56,084 4,523 2,008 58,599 44,785 5,911 13,813 

土地 94,714 321 1,404 93,631 － － 93,631 

建設仮勘定 18,755 45,610 39,033 25,332 － － 25,332 

有形固定資産計 816,577 87,630 53,506 850,701 365,613 37,112 485,087 

無形固定資産              

のれん 237 － － 237 95 47 142 

商標権 10 － － 10 8 1 1 

ソフトウェア 25,688 2,648 510 27,826 22,043 1,047 5,783 

水道施設利用権 7,489 － － 7,489 3,183 456 4,306 

その他の無形固定資産 1,642 2 0 1,644 886 71 758 

無形固定資産計 35,069 2,650 510 37,209 26,217 1,623 10,992 

長期前払費用 14,307 390 4 14,693 10,125 983 4,567 

繰延資産              

社債発行差金 18 － 18 － － － － 

繰延資産計 18 － 18 － － － － 

建物 
東京ディズニーシー新規アトラクション建設 

及び関連工事 
9,691百万円

機械及び装置 
東京ディズニーシー新規アトラクション建設 

及び関連工事 
8,454百万円

建設仮勘定 東京ディズニーランドホテル建設及び関連工事 8,698百万円

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 179 1,504 － 0 1,683 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ．現金及び預金 

ｂ．売掛金 

(a）相手先別内訳 

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ｃ．商品 

区分 金額（百万円） 

現金 2,342 

預金  

当座預金 1,830 

普通預金 6,475 

定期預金 4,000 

譲渡性預金 9,000 

その他 0 

計 21,306 

合  計 23,649 

相手先 金額（百万円） 

㈱ジェーシービー 1,351 

㈱リテイルネットワークス 1,198 

第一生命保険(相) 456 

㈱イクスピアリ 438 

㈱ミリアルリゾートホテルズ 376 

その他 6,382 

計 10,203 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(a) (b) (c) (d) 
(c) 

───── 
(a) ＋ (b)

× 100 

(a) ＋ (d) 
───── 

２ 
────── 

(b) 
───── 

365 

9,701 159,133 158,632 10,203 94.0 22.8 

品目 金額（百万円） 

衣料品 1,265 

玩具・雑貨 1,077 

菓子 125 

その他 524 

計 2,991 



ｄ．原材料 

ｅ．貯蔵品 

② 固定資産 

ａ．関係会社長期貸付金 

③ 流動負債 

ａ．買掛金 

④ 固定負債 

ａ．社債 

品目 金額（百万円） 

肉類・乳製品類 103 

加工食品 50 

魚介類 30 

青果物 21 

その他 290 

計 497 

品目 金額（百万円） 

メンテナンスパーツ 1,662 

コスチューム 282 

その他 270 

計 2,215 

相手先 金額（百万円） 

㈱舞浜リゾートライン 39,355 

㈱ＯＬＣ・ライツ・エンタテインメント 2,470 

㈱リテイルネットワークス 1,700 

㈱舞浜ビジネスサービス 1,100 

㈱アールシー・ジャパン 366 

計 44,991 

相手先 金額（百万円） 

㈱マッキャン・エリクソン 560 

三井物産㈱ 515 

住友商事㈱ 512 

㈱舞浜ビルメンテナンス 434 

東京電力㈱ 426 

その他 10,892 

計 13,341 

銘柄 金額（百万円） 

第１回無担保社債 100,000 

第６回無担保社債 19,999 

第７回無担保社債 29,991 

第８回無担保社債 19,993 

計 169,984 



ｂ．長期借入金 

（注） シンジケートローンの貸出人は㈱みずほコーポレート銀行ほか12社であります。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

㈱みずほコーポレート銀行 8,000 

第一生命保険（相） 2,650 

中央三井信託銀行㈱ 2,150 

日本生命保険（相） 2,100 

㈱三井住友銀行 1,400 

シンジケートローン 31,000 

その他 2,700 

計 50,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（注）１．平成19年６月28日付で自己株式消却のために、株券の種類に「5,000,000株券」を追加いたしました。なお、

平成19年６月29日に自己株式5,000,000株を消却し次第、速やかに株券の種類から「5,000,000株券」を削除い

たします。 

２．平成19年６月28日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりまし

た。 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

３．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規

定による請求をする権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを

受ける権利以外の権利を有しておりません。 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 100,000株券、50,000株券、10,000株券、5,000株券、1,000株券、100株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
印紙税相当額（株券の場合、100株券への分割及び株券の名義人欄の満欄に

よる新券交付手数料は、無料としている。） 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号  中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 東京都内において発行する日本経済新聞に掲載 

株主に対する特典    

権利確定日 平成18年９月30日 平成19年３月31日 

有効期限 
平成20年１月末日 

(平成18年12月中旬発送) 

平成20年６月末日 

(平成19年６月上旬発送) 

株主用パスポート（「東京ディズニーランド」又は「東京ディズニーシー」、いずれかのパークで利用可能な１

デーパスポート） 

※１．当該パスポートは、１枚につき１名様に限り、東京ディズニーランド又は東京ディズニーシー、いずれか

のパークを１日楽しめる特別デザインのチケットです。 

（１日に当該パスポートで両方のパークをご利用いただくことはできません。） 

※２．12月31日の特別営業時間帯の他、「入園制限」及び「特別営業」が実施されているパークでは使用不可と

なります。 

100株以上…………………………………… １枚 

200株以上…………………………………… ２枚 

300株以上…………………………………… ３枚 

400株以上…………………………………… ４枚 

500株以上…………………………………… ５枚 

3,000株以上…………………………………… ６枚 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 (1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第46期）（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出。 

 (2) 半期報告書 

 （第47期中）（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）平成18年12月22日関東財務局長に提出。 

 (3) 発行登録書（普通社債）及びその添付書類 

 平成19年３月28日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日

株式会社オリエンタルランド    

  取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 金子 寛人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社オリエンタルランドの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社オリエンタルランド及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日

株式会社オリエンタルランド    

  取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 金子 寛人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社オリエンタルランドの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社オリエンタルランド及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年５月８日の取締役会において、自己株式を消却することを決

議した。   

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月29日

株式会社オリエンタルランド    

  取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 金子 寛人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社オリエンタルランドの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第46期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

オリエンタルランドの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月28日

株式会社オリエンタルランド    

  取締役会 御中    

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 亀岡 義一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 金子 寛人  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社オリエンタルランドの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第47期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

オリエンタルランドの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年５月８日の取締役会において、自己株式を消却することを決

議した。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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